
（様式11－2）

要求水準書チェックシート

｢提案書｣の提案内容が，下表に示す要求水準書チェックシートを満たす内容となっているか確認すること。
｢提案書｣で要求水準書を満たす事項が示されている様式番号（複数可）を該当様式欄に記載し、事業者記入欄の確認に「○」を記載すること。提案内容は空欄でよい。
要求水準を満たすが、提案書に具体的な記載ができない場合、事業者記入欄【様式番号】を空欄にし、確認に「✓」を付け、提案内容を記載すること。
明らかに記入が不要と判断できる項目については、「該当なし」と記載すること。
市確認欄は、空欄とすること。

1.「要求要求書」に定められている要求項目一覧
市確認欄

(通番) 要求内容 確認 様式番号 提案内容

1 第1 総則

本要求水準書は、小田原市（以下「市」という。）が小田原市斎
場整備運営事業（以下「本事業」という。）を実施する民間事業
者を募集及び選定するにあたり、応募に参加しようとする者を対
象に交付する募集要項等と一体のものであり、市が本事業の各業
務について、本事業の遂行のみを目的とする会社法（平成17年法
律第86号）に定める株式会社（以下「SPC」という。）に要求す
る具体的な水準を示すものである。

2 第1 総則 1 事業の経緯

現斎場は、昭和43年4月に小田原市営火葬場として都市計画決定
し、昭和47年1月の供用開始から40年以上が経過し、施設の老朽
化が著しく、大規模な修繕では維持が困難な状況にあり、高齢化
社会に起因する火葬件数の増加や、多様なニーズへの対応を考え
ると、施設整備が喫緊の課題となっている。

3 第1 総則 1 事業の経緯

そのため、平成18年度に小田原市、南足柄市、大井町、松田町、
山北町、開成町、箱根町の2市5町（以下「構成市町」という。）
で「県西地域広域斎場建設協議会」を組織し、新たな斎場建設に
向けて施設の整備方法を検討してきた。その結果、市が事業主体
となり新たな小田原市斎場を現斎場敷地内に建て替えるととも
に、平成25年度からは、協議会名称を「小田原市斎場事務広域化
協議会」に変更し、引き続き構成市町が建て替えに向けて連携し
ていくことを決定した。

4 第1 総則 1 事業の経緯
平成25年8月には「小田原市斎場整備基本プラン」を策定し、将
来火葬需要の推計等に基づき、必要とする火葬炉数を含む施設の
規模や課題を検討し、基本的な施設計画の方向性を定めた。

5 第1 総則 1 事業の経緯

本事業を進めるにあたっては、民間のノウハウ等を活用すること
で、多様なニーズや心情に十分配慮しながらサービスの質の向上
を図るとともに、一括発注によるスケールメリットを確保した整
備等を目指すものである。

6 第1 総則 1 事業の経緯
なお、事業の実施に際しては、市内に本支店等を置く企業と積極
的に連携することで、地元経済の発展に寄与することを期待して
いる。

7 第1 総則 2 施設整備の目的
現斎場の施設の老朽化、火葬件数の増加及び多様なニーズへ対応
するため、新たな小田原市斎場の整備を行う。

8 第1 総則 3 基本コンセプト （1）
周辺環境や立地特性に
配慮した施設

・ 市の景観計画の丘陵地における景観形成の方針に適合するよ
う、周囲の景観や環境と調和した施設計画とする。

9 第1 総則 3 基本コンセプト （1）
周辺環境や立地特性に
配慮した施設

・ 周辺環境、道路交通等に十分留意した土地利用計画とする。

10 第1 総則 3 基本コンセプト （2）
斎場として機能的な施
設

・ 華美な装飾に偏重することなく、人生最期の儀式を行う斎場
としての格調の高さと利便性を兼ね備えた施設とする。

11 第1 総則 3 基本コンセプト （2）
斎場として機能的な施
設

・ 火葬炉設備は環境に配慮した最新の技術を導入し、火葬需要
の変化に十分対応できる設備とする。

12 第1 総則 3 基本コンセプト （2）
斎場として機能的な施
設

・ 施設運営、維持管理のしやすい合理的な施設計画とする。

13 第1 総則 3 基本コンセプト （3）
利用者の心情に配慮し
た施設

・ 別れの場にふさわしい空間を創造する。

14 第1 総則 3 基本コンセプト （3）
利用者の心情に配慮し
た施設

・ 葬送の流れに沿った動線計画とする。

15 第1 総則 3 基本コンセプト （3）
利用者の心情に配慮し
た施設

・ 建物から自然の眺望が確保された計画とする。

16 第1 総則 3 基本コンセプト （4）
地域の火葬風習に沿っ
た施設

・ 小田原市周辺で見られる、相当数の親族が火葬場へ出向き、
火葬に立ち会うとともに収骨まで行う等の火葬風習に配慮し、葬
送行為の地域特性に対応した諸室計画とする。

17 第1 総則 3 基本コンセプト （5）
社会的要請に配慮した
施設

・ 環境に配慮した自然エネルギー（採光、通風、雨水、太陽光
発電等）の活用を図る。

18 第1 総則 3 基本コンセプト （5）
社会的要請に配慮した
施設

・ 障がい者や子どもからお年寄りまで幅の広い利用者層が利用
する施設であるため、ユニバーサルデザイン（床面の段差解消、
手すり、点字サイン、自動水洗、ピクトサイン等）の手法を用い
て、施設のバリアフリー化を図る。

19 第1 総則 3 基本コンセプト （5）
社会的要請に配慮した
施設

・ 大規模災害発生等の非常時への対応に配慮した施設整備を図
る。

20 第1 総則 4 事業の範囲

新斎場（火葬部門、待合部門、管理部門、共用部門）、外構部門
（駐車場、外構・緑地等）（以下「施設等」という。）及び仮設
駐車場において、以下に挙げる施設の整備及び運営維持管理、新
斎場の整備期間中における仮設駐車場の整備及び管理、新斎場の
供用開始後における現斎場の解体及び撤去を本事業の範囲とす
る。

21 第1 総則 4 事業の範囲 （1） 新斎場

新斎場は以下の部門から構成される。

22 第1 総則 4 事業の範囲 （2） 外構部門

23 第1 総則 4 事業の範囲 （3） 仮設駐車場

24 第1 総則 5 業務の概要
本事業は主として次に示す5つの業務から構成されるものであ
り、各業務の内容、実施期間等は次に示すとおりである。

25 第1 総則 5 業務の概要 （1）
施設等整備業務（設
計・建設等業務）

ア　業務内容
建設計画地全体の造成並びに施設等の設計、施工、工事監理及び
完成後の所有権移転等
イ　期間
契約日から平成31年12月まで

26 第1 総則 5 業務の概要 （2）
仮設駐車場の整備管理
業務

ア　業務内容
仮設駐車場の設計、施工、工事監理、管理及び仮設駐車場から現
斎場までの輸送・移送サービスの確保等
イ　期間
契約日から平成31年12月まで

27 第1 総則 5 業務の概要 （3） 維持管理業務

ア　業務内容
施設等の維持管理
イ　期間
供用開始日から平成46年3月末まで（供用開始日より15年間）

28 第1 総則 5 業務の概要 （4） 運営業務

ア　業務内容
施設等の運営
イ　期間
供用開始日から平成46年3月末まで（供用開始日より15年間）

29 第1 総則 5 業務の概要 （5）
現斎場の解体及び撤去
業務

ア　業務内容
現斎場の解体、撤去及び工事監理
イ　期間
契約日から平成31年12月まで

30 第1 総則 6 関係法令等
SPCは、本事業の実施にあたって、必要とされる関係法令等を遵
守することとする。

事業者記入欄
見出し③見出し②見出し①

要求項目
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見出し③見出し②見出し①
要求項目

31 第1 総則 6 関係法令等 （1） 法令等

・ 　地方自治法（昭和22年法律第67号）
・ 　墓地、埋葬等に関する法律（昭和23年法律第48号）
・ 　建築基準法（昭和25年法律第201号）
・ 　建設業法（昭和24年法律第100号）
・ 　消防法（昭和23年法律第186号）
・ 　都市計画法（昭和43年法律第100号）
・ 　屋外広告物法（昭和24年法律第189号）
・ 　電気事業法（昭和39年法律第170号）
・ 　水質汚濁防止法（昭和45年法律第138号）
・ 　大気汚染防止法（昭和43年法律第97号）
・ 　悪臭防止法（昭和46年法律第91号）
・ 　廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137
号）
・ 　騒音規制法（昭和43年法律第98号）
・ 　振動規制法（昭和51年法律第64号）
・ 　ダイオキシン類対策特別措置法（平成11年法律第105号）
・ 　土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）

32

・ 　労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）
・ 　建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成12年
法律第104号）
・ 　健康増進法（平成14年法律第103号）
・ 　エネルギーの使用の合理化等に関する法律（昭和54年法律
第49号）
・ 　感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律
（平成10年法律第114号）
・ 　建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和45年
法律第20号）
・ 　浄化槽法（昭和58年法律第43号）
・ 　公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律（平
成22年法律第36号）
・ 　高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律
（平成18年法律第91号）
・ 　危険物の規制に関する政令（昭和34年政令第306号）

33

・　 火葬場から排出されるダイオキシン類削減対策指針（平成
12年）
・ 　神奈川県みんなのバリアフリー街づくり条例
・ 　神奈川県土砂の適正処理に関する条例
・ 　神奈川県公共的施設における受動喫煙防止条例
・ 　神奈川県土地利用調整条例
・ 　神奈川県生活環境の保全等に関する条例
・ 　神奈川県公共施設の木造・木質化等に関する指針
・ 　小田原市建築基準条例
・ 　小田原市開発事業に係る手続及び基準に関する条例
・ 　小田原市土砂等による土地の埋立て等に関する条例
・ 　小田原市景観条例
・ 　小田原市美しく住み良い環境づくり基本条例

34

・ 　小田原市斎場条例
・ 　小田原市墓地等の経営の許可等に関する条例
・ 　小田原市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条
例
・ 　小田原市再生可能エネルギーの利用等の促進に関する条例
・ 　小田原市火災予防条例
・ 　小田原市屋外広告物条例
・ 　小田原市契約規則
・ 　市街化調整区域内の都市計画法第29条等に基づく許可に係
る建築物の形態制限
・ 　小田原市公共建築物における木材の利用の促進に関する方
針
その他関係法令等

35 第1 総則 6 関係法令等 （2） 設計基準、仕様書等

国土交通省営繕部監修、(社)公共建築協会編集の次に掲げる基準
等（いずれも最新版）を参照すること。
・ 　官庁施設の基本的性能基準及び同解説
・ 　建築設計基準及び同解説
・ 　建築構造設計基準及び同解説
・ 　建築設備設計基準
・ 　建築設備計画基準・同要領
・ 　公共建築工事標準仕様書（建築工事編）
・ 　公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編）
・ 　公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編）
・ 　建築工事標準詳細図
・ 　公共建築設備工事標準図（電気設備工事編）

36

・ 　公共建築設備工事標準図（機械設備工事編）
・ 　建築工事安全施工技術指針・同解説
・ 　建築物解体工事共通仕様書・同解説
・ 　官庁施設の総合耐震計画基準及び同解説
・ 　平成9年版排水再利用・雨水利用システム計画基準・同解説
・ 　国土交通省営繕部監修、(財)建築保全センター編集の保全
業務の実施時における最新版の建築保全業務共通仕様書

37 第1 総則 7 災害時の対応
施設等の供用開始以降、SPCは、以下の事項を遵守するものとす
る。

38 第1 総則 7 災害時の対応 （1） 常時における備蓄
・ 常時より、本施設の運用期間内ピーク時（平成52年）想定で3
日分の通常業務に対応できるよう、必要な燃料、備品等の備蓄を
行うこと。

39 第1 総則 7 災害時の対応 （2） 大規模災害への対応

・ 大規模災害が発生した場合であって、市が必要であると判断
したとき（広域火葬の観点から、市が他市町村民の火葬を積極的
に行う事態が生じた場合を含む。）（以下「災害発生時」とい
う。）には、SPCは業務実施時間を延長し対応すること。

40 第1 総則 7 災害時の対応 （2） 大規模災害への対応

・ 災害発生時には、3日間の通常の業務に対応できるよう、自家
発電装置におけるエネルギー供給等を含め、火葬業務に必要な燃
料、備品等の備蓄を行うこととともに、必要な輸送手段を確保す
ること。

41 第1 総則 7 災害時の対応 （2） 大規模災害への対応
・ 災害発生後に必要となった場合、24時間稼動にも対応できる
よう、火葬タイムテーブル及び斎場運営計画を予め策定するこ
と。

42 第1 総則 7 災害時の対応 （2） 大規模災害への対応
・ 大規模災害により本施設に損傷等が生じた場合には、SPCは、
早期復旧に努めるものとし、神奈川県広域火葬計画等により、そ
の状況を逐次市に報告しなければならない。

43 第1 総則 8 所有権移転
平成31年4月の供用開始に必要な部分は平成30年12月（事業者提
案による）、それ以外の残工事部分は平成31年12月を予定してい
る。

44 第1 総則 9
本要求水準書に記載の
ない事項

本要求水準書に記載のない事項は、関係法令等を遵守した上で、
民間事業者提案とする。

45 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

1 総則 （1） 業務範囲

本業務は次の範囲を対象とする。
・  事前調査業務
・  設計業務
・  建設業務
・  備品等整備業務
・  工事監理業務
・  仮設待合室等設置業務
・  環境保全対策業務
・  所有権移転業務
・  各種申請等業務
・  斎場運営システムの調達業務
・  その他本施設の整備に必要な業務

46 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

1 総則 （2） SPCの役割

・ SPCは、施設整備を適切に遂行するため、関連する構成員又は
協力企業（設計企業、施工企業、工事監理企業等）をとりまと
め、調整し、コスト管理及び品質管理を行う統括機能を有するこ
と。

47 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

1 総則 （2） SPCの役割
・ 施設整備に係る各業務を実施する構成員及び協力企業に対す
る監視、改善指示（セルフモニタリング）方法及び実施体制を定
め、施設所有権の移転が完了するまで継続して維持すること。

2 ページ



要求水準書チェックシート

｢提案書｣の提案内容が，下表に示す要求水準書チェックシートを満たす内容となっているか確認すること。
｢提案書｣で要求水準書を満たす事項が示されている様式番号（複数可）を該当様式欄に記載し、事業者記入欄の確認に「○」を記載すること。提案内容は空欄でよい。
要求水準を満たすが、提案書に具体的な記載ができない場合、事業者記入欄【様式番号】を空欄にし、確認に「✓」を付け、提案内容を記載すること。
明らかに記入が不要と判断できる項目については、「該当なし」と記載すること。
市確認欄は、空欄とすること。

1.「要求要求書」に定められている要求項目一覧
市確認欄

(通番) 要求内容 確認 様式番号 提案内容
事業者記入欄

見出し③見出し②見出し①
要求項目

48 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

1 総則 （2） SPCの役割
・ 各業務を実施する上で生じた緊急事態やSPCが受けた苦情等を
集約し、各業務担当者等より事情を聴取するとともに、事後対応
及び今後の業務改善策について、市に随時報告を行うこと。

49 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

2 施設の立地条件 （1） 建設計画地 現小田原市斎場敷地　小田原市久野3664-8

50 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

2 施設の立地条件 （2） 敷地面積 9,153㎡

51 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

2 施設の立地条件 （3） 都市計画等

施設は、引き続き小田原市の都市計画施設（小田原市営火葬場）
として位置付ける。
①　市街化調整区域
②　建ぺい率　　50％以下
③　容積率　　 100％以下

52 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

2 施設の立地条件 （4） 測量等の実施
・ 資料1　測量調査を参照すること。さらに詳細な調査が必要な
場合は、事業者の判断において速やかに実施すること。

53 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

2 施設の立地条件 （4） 測量等の実施
・ 資料2  地質調査を参照すること。さらに詳細な調査が必要な
場合は、事業者の判断において速やかに実施すること。

54 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

2 施設の立地条件 （4） 測量等の実施
・ 資料3　土壌汚染状況調査を参照すること。さらに詳細な調査
が必要な場合は、事業者の判断において速やかに実施すること。

55 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

2 施設の立地条件 （5） 周辺状況

・ 当該敷地は現小田原市斎場である。敷地の北側においては山
林が広がっており、西側には小田原市水道局管理の諏訪の原配水
池が隣接する。敷地の南側及び東側には農地が広がり、住宅が散
在している。

56 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

2 施設の立地条件 （5） 周辺状況 ・ 道路にかかる工事についてはSPCの責任で実施すること。

57 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

2 施設の立地条件 （5） 周辺状況 ・ 現進入路が市道2438であることに留意すること。

58 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

2 施設の立地条件 （5） 周辺状況
・ 現斎場の接道は建築基準法の道路（第42条1項3号）であるこ
とに留意すること。

59 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

2 施設の立地条件 （5） 周辺状況 ・ 道路の拡幅は前提としない。

60 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

2 施設の立地条件 （5） 周辺状況 ・ 必要に応じて警察等の関係機関と道路協議を行うこと。

61 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

3 インフラへの接続 （1） 上水道
配水管の引込管から直接引き込む又は敷地内に受水槽を設けるこ
とにより、自動給水装置等により各所へ給水すること。

62 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

3 インフラへの接続 （2） 下水道（汚水）
合併処理浄化槽方式とすること。設備の設置にあたっては、埋設
配管及び枡類には十分な地盤沈下対策を施すこと。

63 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

3 インフラへの接続 （3） 下水道（雨水）
敷地内に調整池を設け、計画排水路へ接続すること。設置場所等
については十分な検討を行うこと。

64 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

4 工事に関する要件 （1） 工事監理の実施
・ 工事期間中は、SPCにおいて、建築基準法及び建築士法に規定
する工事監理者を配置し、工事監理を行うこと。

65 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

4 工事に関する要件 （1） 工事監理の実施 ・ 市への完成確認報告は、SPCが行うこと。

66 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

4 工事に関する要件 （2）
各種申請及び資格者の
配置

・ 工事に伴う許認可等の各種申請等はSPCの責任において行うこ
と。ただし、市は、SPCからの要請があった場合、必要に応じて
資料の提供その他の協力を行う。

67 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

4 工事に関する要件 （2）
各種申請及び資格者の
配置

・ 工事に伴い必要となる有資格者については、関係法令等に則
り適切に配置すること。

68 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

4 工事に関する要件 （3） その他
・ 資材等の搬入道路周辺や工事場所周辺への騒音や振動等に配
慮するとともに、損害を与えた場合や苦情があった場合は、SPC
が対処すること。

69 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

4 工事に関する要件 （3） その他
・ 工事にあたっては、施工計画書を作成し、市に提出するこ
と。

70 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

4 工事に関する要件 （3） その他
・ 工事中は、斎場として使用される範囲と工事の範囲を仮囲い
等で明確に分離する等、会葬者の安全性や快適性の観点から適切
な対応をすること。

71 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

4 工事に関する要件 （3） その他
・ 工事中の周辺環境への配慮と保全措置について、充分に考慮
すること。また、工事により搬出される廃棄物は関係法令等を遵
守して適正に処理すること。

72 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

4 工事に関する要件 （3） その他
・ 工事期間中は現小田原市斎場の運営に支障をきたさないよう
充分配慮し、影響が予想される場合には直ちに市との協議をする
こと。

73 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

4 工事に関する要件 （3） その他
・ 工事場所周辺及び工事車両が通過する沿道について、工損調
査を実施すること。

74 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

4 工事に関する要件 （3） その他

・ 整備に必要な資材、機械類等は可能な限り市内に本支店を置
く業者から購入すること。また、木材については可能な限り地域
産材を使用すること。事業の実施に際しては、市内に本支店等を
置く企業と積極的に連携することで、地元経済の発展へ寄与する
こと。

75 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

5 配置計画
・ 現斎場を稼動させながらの工事となるため、建替え期間中の
施設の安全なアプローチの確保と、現斎場の運営に対する工事の
影響を最低限に抑えるよう配慮すること。

76 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

5 配置計画
・ 敷地内の配置計画・規模については民間事業者提案とする
が、周辺環境との調和、会葬者の利便性、ニーズ、動線等を考慮
すること。

77 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

5 配置計画
・ 周辺環境に配慮し、原則として敷地境界線（出入口除く。）
において、成人の目の高さから火葬場敷地内の会葬者、霊きゅう
車、火葬炉が見通せない計画とする。

78 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

5 配置計画
・ 日照や景観にも配慮し、緩衝緑地の設置等の検討も行うこ
と。

79 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

5 配置計画
・ 動線計画にあたっては、霊きゅう車到着、告別、納炉、待
機、開扉、収骨、退場と連続する葬送行為の流れを考慮し、会葬
のスムーズな進行を確保した計画を立案すること。

80 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

6 造成工事要件
・ 敷地の造成レベルについては、接続道路から適切にアプロー
チできること、詳細なレベル設定は民間事業者の提案による。

81 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

6 造成工事要件 ・ 造成土量の収支バランスにも配慮すること。

82 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

6 造成工事要件
・ 地形の変形を行う際は、必要に応じて圧密沈下対策等の安全
対策を講じること。

83 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

6 造成工事要件
・ 造成工事においては、土砂や濁水が事業用地外に流出しない
ようにする等の対策を講じること。
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要求水準書チェックシート

｢提案書｣の提案内容が，下表に示す要求水準書チェックシートを満たす内容となっているか確認すること。
｢提案書｣で要求水準書を満たす事項が示されている様式番号（複数可）を該当様式欄に記載し、事業者記入欄の確認に「○」を記載すること。提案内容は空欄でよい。
要求水準を満たすが、提案書に具体的な記載ができない場合、事業者記入欄【様式番号】を空欄にし、確認に「✓」を付け、提案内容を記載すること。
明らかに記入が不要と判断できる項目については、「該当なし」と記載すること。
市確認欄は、空欄とすること。

1.「要求要求書」に定められている要求項目一覧
市確認欄

(通番) 要求内容 確認 様式番号 提案内容
事業者記入欄

見出し③見出し②見出し①
要求項目

84 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

6 造成工事要件
・ 現状の敷地内擁壁の状況を把握し、現行法等に適合するよう
対策を講じること。

85 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（1） 施設設計の基本方針 ・ 火葬需要の推計は、表1に示すとおりである。

86 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（1） 施設設計の基本方針

・ 火葬炉数については、最大火葬需要に対応できることを踏ま
え9基以上とする。火葬炉の形式及び火葬炉に関連する運転管理
システム等については、別添資料「火葬炉設備の要件詳細」を参
考に民間事業者の提案とする。

87 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（1） 施設設計の基本方針

・ 火葬業務の円滑な運営が可能となるように、火葬炉数や火葬
集中度等から算出した告別室、収骨室及び待合室のスペースを確
保するものとし、各室の配置、規模等については民間事業者提案
とする。

88 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（1） 施設設計の基本方針
・ 表2に示す平成24年度の会葬者数の分布を参考にSPCにより会
葬者数を想定し、適切な施設設計を実施すること。

89 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（1） 施設設計の基本方針
・ 設計にあたり事業期間15年間に予測される火葬件数に対し、
会葬者への対応を滞りなく行うこと。

90 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（1） 施設設計の基本方針
・ 上記を実現する為の火葬業務タイムテーブルは創意工夫によ
りSPCが定めること。従って各室数、告別・炉前・収骨の空間構
成、動線計画等はSPCにより設定すること。

91 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（1） 施設設計の基本方針
・ 建物規模は耐用年数中に予想されている火葬件数のピークに
対応できるものとすること。

92 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（1） 施設設計の基本方針

・ 火葬炉については事業期間終了後から建物耐用年数の間（50
年程度を想定、7.(2)イを参照）、運営に支障をきたさず適切に
修繕、更新を行っていける計画とすること。予備スペースの設置
等、SPCにより適切に設定すること。

93 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（1） 施設設計の基本方針
・ 住民生活にとって必要不可欠な施設であることから、長期間
にわたり安定的に運用できる配置計画とすること。

94 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（1） 施設設計の基本方針
・ 遺族をはじめ会葬者の心情に配慮し、特に悲哀の深い遺族を
想定して設計にあたること。

95 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（1） 施設設計の基本方針 ・ 式場は併設しないこと。

96 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（1） 施設設計の基本方針 ・ 動物炉は併設しないこと。

97 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（1） 施設設計の基本方針

表1に示す火葬件数の推計に基づき、運営期間中の火葬件数の段
階的増加を見込み、提案するものとする。
（例）年間○，○○○件～△，△△△件の場合：□□□，□□□
千円／年
　　　年間●，●●●件～▲，▲▲▲件の場合：■■■，■■■
千円／年

98 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（2） 建物の構造
ア　耐震性能
施設の構造については、『官庁施設の総合耐震計画基準・対津波
計画基準』及び同解説に基づき、表3に示すとおりとする。

99 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（2） 建物の構造

イ　施設の耐用年数
施設の建築物としての耐用年数を5065年程度とする。
個々の部位、部材、設備、部品等については、SPCは少なくとも
事業期間において十分な機能を確保できるよう、施設の各部につ
いて合理的な長期修繕計画を立て、それに基づく材料の選択を
し、事業期間にわたる施設保全を考慮した施設の設計を行うこ
と。

100 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（2） 建物の構造

ウ　地球環境及び周辺環境保護への配慮
地球環境保護に配慮し、建物のライフサイクル全体での省エネル
ギー及び省資源化に努めること。また、施設が周辺環境に与える
影響を軽減し、地球環境の保全に努めること。

101 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（2） 建物の構造
エ　ユニバーサルデザイン対応
施設の設計にあたっては、ユニバーサルデザインに配慮した工夫
をすること。

102 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（3） 施設規模、施設構成
・ 新斎場の規模は本事業を適切に実施できる内容で設定するこ
と。

103 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（3） 施設規模、施設構成
・ 施設全体を火葬部門、待合部門、管理部門、共用部門の4ゾー
ンとする。各部門の施設構成等については、民間事業者の提案と
する。

104 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（3） 施設規模、施設構成
・ 建築計画において、可能な限りコンパクトで効率的な施設と
すること。

105 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（3） 施設規模、施設構成
・ 火葬部門、待合部門の諸室については、民間事業者の提案に
基づくタイムテーブルを前提に必要な室数を設定すること。

106 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（3） 施設規模、施設構成

・ 原則として、本施設は市街化調整区域内の都市計画法第29条
に基づく許可に係る建物の形態制限に準じ、建物の高さを10ｍ以
内とする。なお、建築物の各部分の高さは、当該部分から前面道
路の反対側の境界線又は隣地境界線までの真北方向の水平距離に
1.25を乗じて得たものに5 ｍを加えたもの以下とするか、その敷
地内に空地の面積の敷地面積に対する割合が10分の6以上となる
空地を有し、かつその敷地面積が1,500㎡以上である建築物につ
いては12mの高さまでとする。

107 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（3） 施設規模、施設構成
・ 原則として、小田原市開発事業に係る手続及び基準に関する
条例に準拠すること。

108 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（3） 施設規模、施設構成
ア　火葬部門
表1に将来の火葬需要の推計を示す。表1の火葬需要に基づき、火
葬部門に必要な施設を提案すること。

109 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（3） 施設規模、施設構成

イ　待合部門
・ 家族の死亡から葬儀の一連の流れを経て、火葬という区切り
を迎えた遺族の心情、疲労に配慮し安心感や休息感を得られる設
計を心掛けること。

110 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（3） 施設規模、施設構成
・ 火葬と待合の引継ぎがスムーズに行われるように業務手順や
連絡システムを十分検討すること。

111 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（3） 施設規模、施設構成
ウ　管理部門
表4に示す管理部門の施設構成等については、民間事業者の提案
とする。

112 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（3） 施設規模、施設構成

・ 会葬者の予約に関して、現在市で実施している予約受付業務
は本事業の事業範囲とすることを想定している。従って、会葬者
及び葬祭業者等からの斎場利用に関する予約業務に対応するこ
と。

113 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（3） 施設規模、施設構成
・ 斎場の予約受付システムとして、インターネットによる24時
間予約サービスを導入すること。

114 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（3） 施設規模、施設構成
・ 営業時間中は、電話による予約の受付を行うこと。電話の予
約受付時間は民間事業者の提案とする。

4 ページ



要求水準書チェックシート

｢提案書｣の提案内容が，下表に示す要求水準書チェックシートを満たす内容となっているか確認すること。
｢提案書｣で要求水準書を満たす事項が示されている様式番号（複数可）を該当様式欄に記載し、事業者記入欄の確認に「○」を記載すること。提案内容は空欄でよい。
要求水準を満たすが、提案書に具体的な記載ができない場合、事業者記入欄【様式番号】を空欄にし、確認に「✓」を付け、提案内容を記載すること。
明らかに記入が不要と判断できる項目については、「該当なし」と記載すること。
市確認欄は、空欄とすること。

1.「要求要求書」に定められている要求項目一覧
市確認欄

(通番) 要求内容 確認 様式番号 提案内容
事業者記入欄

見出し③見出し②見出し①
要求項目

115 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（3） 施設規模、施設構成 ・ 予約受付システムの構築、保守、更新作業を行うこと。

116 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（3） 施設規模、施設構成 ・ 将来的な技術革新に対応できるシステムとすること。

117 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（3） 施設規模、施設構成
・ 機器類の故障や災害等の不測の事態に備えて、代替手段及び
バックアップ体制を確立すること。

118 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（3） 施設規模、施設構成
・ 火災等の事態に備えて設置する防火水槽の整備、維持管理を
実施すること。

119 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（3） 施設規模、施設構成
・ 斎場内各施設で使用される備品について、備品台帳を作成
し、備品の補充及び管理を確実に行うこと。

120 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（3） 施設規模、施設構成
・ 必要な品目や予備品の数量については民間事業者の提案とす
る。

121 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（3） 施設規模、施設構成
・ 雨水等を貯水する調整池等の整備、維持管理を実施するこ
と。

122 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（3） 施設規模、施設構成 ・ 開業準備に十分な期間を確保すること。

123 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（3） 施設規模、施設構成
・ スタッフの研修、オペレーションの試行、火葬炉のテスト運
用等、開業前に必要と想定される業務を漏れなく実施すること。

124 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（3） 施設規模、施設構成
エ　外構部門
外構部門として、外構・緑地、駐車場の2ゾーンから構成され
る。

125 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（3） 施設規模、施設構成

① 配置計画
・ 現斎場を稼動させながらの工事となるため、建替え期間中の
施設の安全なアプローチの確保と、現斎場の運営に対する工事の
影響を最低限に抑えるよう配慮すること。

126 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（3） 施設規模、施設構成
・ 敷地内の配置計画・規模については、会葬者の利便性、ニー
ズ、動線等を考慮すること。

127 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（3） 施設規模、施設構成
・ 周辺環境と調和し、周囲から視認されにくい配置又は構造と
すること。会葬者、霊きゅう車、火葬炉が見渡せない配置又は構
造とすること。

128 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（3） 施設規模、施設構成
・ 日照や景観にも配慮し、緩衝緑地の設置等の検討も行うこ
と。

129 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（3） 施設規模、施設構成
・ 小田原市墓地等の経営の許可等に関する条例に基づき、緑化
率25％を満たすこと（屋上・壁面の緑化面積を算入可）。

130 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（3） 施設規模、施設構成
・ 動線計画にあたっては、霊きゅう車到着、告別、納炉、待
機、開扉、収骨、退場と連続する葬送行為の流れを考慮し、会葬
のスムーズな進行を確保した計画を立案すること。

131 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（3） 施設規模、施設構成
② 外構計画
・ 周辺の日常的風景との調和を図ること。

132 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（3） 施設規模、施設構成
・ 敷地内空地は原則として、樹木・芝等により良好な環境の維
持に努めること。

133 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（3） 施設規模、施設構成
・ 敷地内に適切な排水設備を設け、位置・寸法・勾配・耐荷力
に注意し、不等沈下、漏水のない計画とすること。

134 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（3） 施設規模、施設構成
・ 建築物との取り合い部やスロープ箇所等、地盤沈下対策を行
うこと。

135 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（3） 施設規模、施設構成
・ 夜間や閉場日に、本件施設敷地内に車両等が無断で進入でき
ないように、敷地周囲に柵等を設けること。

136 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（3） 施設規模、施設構成
・ 雨水浸透舗装については、十分な地盤沈下対策を施した上で
設けることは可能とする。

137 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（3） 施設規模、施設構成
③ 駐車場計画
・ 駐車場計画にあたっては、次の点に留意し、想定火葬件数や
業務集中度等を踏まえて整備すること。

138 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（3） 施設規模、施設構成
・ 霊きゅう車並びに会葬者、業者及び職員の車両の動線に配慮
すること。

139 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（3） 施設規模、施設構成
・ 駐車場エリアと新斎場エリアの分離が図れるよう、駐車場に
は植栽帯等を効果的に配置すること。

140 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（3） 施設規模、施設構成

・ 駐車場は、小田原市墓地等の経営の許可等に関する条例等施
行規則第10条に基づく計画とすること。なお、供用開始後におい
て駐車場の整備を行う計画とする場合には、市条例等施行規則に
定める駐車台数を供用開始の時点で必ずしも満たすことは必要と
しない。ただし、斎場の会葬者へのサービスが低下することのな
いように配慮すること。

141 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（3） 施設規模、施設構成
・ 駐車場は、平面駐車場として整備することが望ましい。な
お、施設計画上、立体駐車場が必要な場合はその限りではない。

142 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（3） 施設規模、施設構成
・ 駐車場は新斎場との間を安全かつ容易に移動できる配置及び
構造とすること。特に雨天時や車いす等を利用する会葬者に配慮
すること。

143 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（3） 施設規模、施設構成
・ 斎場敷地外に会葬者用の車両が滞留しないよう配慮した配置
又は構造とすること。

144 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（3） 施設規模、施設構成
・ 工事期間中にも可能な限り駐車台数を確保する施工計画とす
ること。なお、工事用の駐車用地等は最小限とし現斎場の会葬者
等のための駐車場とは明確に区分し安全を確保すること。

145 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（3） 施設規模、施設構成
・ 敷地内に適切な排水設備を設け、位置・寸法・勾配・耐荷力
に注意し、不等沈下等のない計画とすること。

146 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（3） 施設規模、施設構成
・ 建築物との取り合い部やスロープ箇所等、地盤沈下対策を行
うこと。

147 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（3） 施設規模、施設構成
・ 施設の性格上、高齢者や障がい者の利用も多数に上ることか
ら、アプローチや駐車場等は、特にユニバーサルデザインを意識
した計画とすること。

148 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（3） 施設規模、施設構成
・ 雨水浸透舗装については、十分な地盤沈下対策を施した上で
設けることは可能とする。

149 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（4） 火葬炉設備

ア 概要
・ 火葬炉の形式及び関連する運転管理システム等については、
別添資料「火葬炉設備の要件詳細」を参考に民間事業者の提案と
する。
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要求水準書チェックシート

｢提案書｣の提案内容が，下表に示す要求水準書チェックシートを満たす内容となっているか確認すること。
｢提案書｣で要求水準書を満たす事項が示されている様式番号（複数可）を該当様式欄に記載し、事業者記入欄の確認に「○」を記載すること。提案内容は空欄でよい。
要求水準を満たすが、提案書に具体的な記載ができない場合、事業者記入欄【様式番号】を空欄にし、確認に「✓」を付け、提案内容を記載すること。
明らかに記入が不要と判断できる項目については、「該当なし」と記載すること。
市確認欄は、空欄とすること。

1.「要求要求書」に定められている要求項目一覧
市確認欄

(通番) 要求内容 確認 様式番号 提案内容
事業者記入欄

見出し③見出し②見出し①
要求項目

150 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（4） 火葬炉設備

・ 火葬炉設備工事に関し、関係諸法令及び関係諸規格等に定め
るもののほか、下記イの火葬炉主要項目を満足する設備を設置す
ること。なお、詳細にわたり明記しないものであっても、この施
設の目的達成上必要な機械及び装置類等については、責任をもっ
て完備すること。

151 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（4） 火葬炉設備
・ 高い安全性と信頼性及び十分な耐久性を有し、かつ、維持管
理が容易なものとすること。

152 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（4） 火葬炉設備
・ ばい煙、悪臭及び騒音等の公害防止並びに周辺環境に十分配
慮した設備とすること。

153 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（4） 火葬炉設備
・ 運転及び維持管理の省力化並びに諸経費の軽減が図られた設
備とすること。

154 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（4） 火葬炉設備
・ 作業環境及び労働安全、衛生に十分配慮した設備とするこ
と。

155 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（4） 火葬炉設備 ・ 天災時の運転に対応できるように考慮した設備とすること。

156 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（4） 火葬炉設備

イ 火葬炉主要項目
①　火葬能力
重　量：遺体重量は100kg程度を最大とし、棺20㎏及び副葬品5kg
を標準とする。
棺寸法：長さ　2,000mm  ～　 2,100mm
幅　　 600mm　 ～　　 700mm
高さ　 500mm　 ～　　 650mm

157 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（4） 火葬炉設備

また、超大型炉を１炉以上設置すること。
棺寸法：長さ　2,300mm
幅　　 700mm
高さ　 650mm

158 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（4） 火葬炉設備
②　使用燃料
白灯油を基本とする。ただし、ライフサイクルコストを民間事業
者において検討し、最適と判断したものを提案すること。

159 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

7
施設整備に係る要求水
準

（4） 火葬炉設備

③　主要設備方式
炉床方式：民間事業者の提案とする。
排ガス冷却方式：均一、急速に降温できる方式とすること。
排気方式：強制排気ができる方式とすること。

160 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

8 事前調査業務
・ 施設周辺、工事用搬入路周辺等において本事業で必要と考え
られる調査を実施すること。

161 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

8 事前調査業務
・ 本事業で必要と思われる調査について、SPCは、関係機関と十
分協議を行った上で実施すること。なお、調査を実施する際に
は、調査前に市と協議すること。

162 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

8 事前調査業務
・ 施設周辺の建物の調査、テレビ電波障害の調査を着工前及び
完成後に行うこと。

163 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

8 事前調査業務
・ 調査を行うために申請手続きが必要な場合は、適宜実施する
こと。

164 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

8 事前調査業務
・ 調査を行うにあたっては、必要に応じて住民説明を行う等、
近隣に配慮して業務を進めること。

165 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

8 事前調査業務 ・ 計画にあたっては市文化財課と事前協議を行うこと。

166 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

9 設計業務 （1） 業務の対象

ア　次の部門から構成される新斎場の設計
・ 火葬部門
・ 待合部門
・ 管理部門
・ 共用部門

167 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

9 設計業務 （1） 業務の対象 イ　外構部門（駐車場、外構・緑地等）の設計

168 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

9 設計業務 （1） 業務の対象
ウ　その他ア及びイの建設に必要とされる現斎場の解体工事及び
仮設等の準備工事に係る設計

169 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

9 設計業務 （2） 業務の内容
・  SPCは、本要求水準書及び自らの提案等に基づき、施設を整備す
るために必要な基本設計及び実施設計を行うこと。

170 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

9 設計業務 （2） 業務の内容
・ 建築確認申請等、設計に伴い必要な法的手続き等は、SPCの責
任において実施すること。

171 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

9 設計業務 （2） 業務の内容 ・ 必要に応じて地質調査等を行うこと。

172 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

9 設計業務 （3） 業務の期間
・ 設計業務の期間は、事業全体のスケジュールに整合させ、SPC
が計画する。

173 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

9 設計業務 （3） 業務の期間
・ 具体的な業務期間については、SPCの提案に基づき、事業契約
書に定めるものとする。

174 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

9 設計業務 （4） 業務計画書の提出
・ SPCは、設計業務着手前に、詳細工程表を含む業務計画書を作
成し、市に提出して確認を得ること。

175 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

9 設計業務 （4） 業務計画書の提出
・ なお、業務計画書には、責任者を配置した履行体制を定め、
明記すること。

176 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

9 設計業務 （4） 業務計画書の提出
・ 本事業において、法律に基づく管理者及び関係法令等に則し
て必要な有資格者を配置すること。

177 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

9 設計業務 （5） 設計協議
・ SPCは、提案に基づく事業契約時の設計内容を基に、市と十分
に協議を行い、実施するものとする。

178 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

9 設計業務 （5） 設計協議
・ 市は、SPCに基本設計及び実施設計の検討内容について、随時
確認することができるものとする。

179 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

9 設計業務 （5） 設計協議
・ なお、設計の変更に関する事項は事業契約書において定め
る。

180 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

9 設計業務 （6） 設計業務の実施体制
・ SPCは、法的に必要な能力・資質・経験を有する人材を設計担
当者として適切に配置すること。

181 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

9 設計業務 （6） 設計業務の実施体制
・ SPCは、自ら定めた設計計画書の進捗管理を行うとともに、設
計担当者の業務を適切に監督するものとする。

182 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

9 設計業務 （6） 設計業務の実施体制
・ 市に提出する設計体制には維持管理業務及び運営業務の業務
計画策定を担当する者を含めるものとし、適切に当該業務計画と
の連携を図ること。

183 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

9 設計業務 （6） 設計業務の実施体制
・ 設計協議に係る市との調整や業務の報告、設計図書等の提出
は、SPCが行うこと。
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要求水準書チェックシート

｢提案書｣の提案内容が，下表に示す要求水準書チェックシートを満たす内容となっているか確認すること。
｢提案書｣で要求水準書を満たす事項が示されている様式番号（複数可）を該当様式欄に記載し、事業者記入欄の確認に「○」を記載すること。提案内容は空欄でよい。
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1.「要求要求書」に定められている要求項目一覧
市確認欄

(通番) 要求内容 確認 様式番号 提案内容
事業者記入欄

見出し③見出し②見出し①
要求項目

184 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

9 設計業務 （7）
業務の報告及び設計図
書等の提出

・ SPCは、設計計画書に基づき定期的に市に対して設計業務の進
捗状況の説明及び報告を行うとともに、基本設計及び実施設計の
終了時に、次に示す設計図書等を市に提出して確認を得ること。
提出する設計図書等は、最終的に事業契約書で定める。

185 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

9 設計業務 （7）
業務の報告及び設計図
書等の提出

・ 紙媒体の書類等に合わせて、それぞれ編集可能な電子媒体一
式を提出すること。

186 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

9 設計業務 （7）
業務の報告及び設計図
書等の提出

・ なお、設計図書に関する著作権は選定事業者及びSPCに帰属す
る。ただし、市が必要と認めるときには、設計図書の全部又は一
部を無償で使用できるものとする。

187 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

9 設計業務 （7）
業務の報告及び設計図
書等の提出

ア　基本設計
・ 設計図
・ パース図
・ 完成模型
・ 基本設計説明書
・ 意匠計画概要書
・ 構造計画概要書
・ 設備計画概要書
・ 工事費概算書
・ 諸官庁協議書、打合せ議事録
・ 地質調査報告書
・ その他、必要な書類等

188 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

9 設計業務 （7）
業務の報告及び設計図
書等の提出

イ　実施設計
・ 設計図、仮設計画図
・ パース図
・ 実施設計説明書
・ 数量調書
・ 工事費内訳明細書
・ 構造計算書
・ 設備設計計算書
・ 備品リスト、カタログ
・ 建物求積図
・ 諸官庁協議書、打合せ議事録
・ その他、必要な書類等

189 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

10 建設業務 （1） 業務の内容
・ SPCは、各種法令等を遵守し、本要求水準書及び事業契約書、
設計図書等に基づき、施設の建設工事及び関連業務を行う。

190 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

10 建設業務 （1） 業務の内容

・ 現斎場を稼動させながらの建設工事となることから、SPCは安
定的な施設稼働及び会葬者の安全確保が最優先であることを十分
に認識し、第三者災害の防止対策を事前に十分検討した上で、工
事の安全衛生管理を実施すること。

191 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

10 建設業務 （2） 業務期間 ・ 設計業務終了後から平成31年12月末までとする。

192 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

10 建設業務 （2） 業務期間
・ 具体的な業務期間については、選定事業者の提案に基づき事
業契約書において定める。

193 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

10 建設業務 （3） 着工前の業務
・ 着工に先立ち、近隣住民及び現斎場運営との調整、建築準備
調査等、必要な調査を十分に行い、工事の円滑な進行と近隣の理
解、会葬者の安全等を確保すること。

194 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

10 建設業務 （3） 着工前の業務

・ SPCは、建設工事着手前に詳細工程表を含む総合施工計画書を
作成し、次の書類とともに工事監理者が承諾の上、市に提出する
こと。
・ なお、使用する書式は市指定の様式とするが、指定書式のな
いものは任意の書式とする。
 ・ 工事概要
 ・ 工事実施体制
 ・ 工事着手届（工程表を添付）
 ・ 現場代理人及び監理技術者届（経歴書を添付）
 ・ 工事安全管理対策
 ・ 指定機械、持込み電動工具一覧
 ・ 環境対策
 ・ 仮設計画書
 ・ 使用材料一覧表
 ・ 工事下請届
 ・ 工事施工に必要な届出等
 ・ その他、市が公共工事の適切な管理のために求める工事関連
書類

195 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

10 建設業務 （4） 建設業務の実施体制
・ SPCは、法的に必要な有資格者及び必要な能力・資質・経験を
有する人員を適切に配置すること。

196 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

10 建設業務 （4） 建設業務の実施体制
・ SPCは、自ら定めた総合施工計画書の進捗管理を行うととも
に、施工企業による業務実施を適切に監督するものとする。

197 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

10 建設業務 （4） 建設業務の実施体制
・ 市に対する工事施工管理状況の報告及び必要書類の提出等
は、SPCが行うこと。

198 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

10 建設業務 （4） 建設業務の実施体制

・
 SPCは、現場担当者と現斎場の運営事業者による定期的な連絡会
議を開催し、各工程及び工事車両の出入り等について十分に情報
共有を図ること。

199 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

10 建設業務 （4） 建設業務の実施体制
・ SPCは、備品等の整備及び斎場運営システム調達との十分な連
携を図り、適切な時期に備品等の設置及び調整への協力を行うこ
と。

200 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

10 建設業務 （5） 建設期間中の業務 ・ SPCは工事現場に工事記録を常備すること。

201 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

10 建設業務 （5） 建設期間中の業務 ・ 市は、SPCが行う工程に係る会議に立ち会うことができる。

202 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

10 建設業務 （5） 建設期間中の業務
・ また、市は、随時工事現場での施工状況の確認を行うことが
できるものとし、SPCはそれに協力すること。

203 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

10 建設業務 （5） 建設期間中の業務
・ 工事から発生した廃棄物、残土等については、法令等の定め
に従い適切に処理すること。

204 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

10 建設業務 （5） 建設期間中の業務
・ 隣接地及び隣接する道路等に損傷を与えないよう留意し、工
事中に汚損、破損した場合はSPCの負担において補修・補償等を
行うこと。

205 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

10 建設業務 （5） 建設期間中の業務

・ SPCは、建設期間中には次の書類を工事監理者の承諾の上、施
工の進捗状況に応じて、遅滞なく市に提出すること。
 ・ 各種機器承諾願いの写し
 ・ 残土処分計画書
 ・ 産業廃棄物処分計画書
 ・ 主要工事施工計画書
 ・ 生コン配合計画書
 ・ 各種試験結果報告書
 ・ 各種出荷証明
 ・ マニュフェスト管理台帳
 ・ 工事記録
 ・ 工事履行報告書及び実施工程表
 ・ 段階確認書及び施工状況把握報告書
 ・ 工事打合せ簿
 ・ その他、市が定める工事関係書類一式

206 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

10 建設業務 （6） 完成後の業務
ア　SPCによる完成検査
・ SPCは、本施設の完成検査及び機器・器具等の試運転検査等を
実施すること。

207 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

10 建設業務 （6） 完成後の業務 ・ SPCによる完成検査の詳細は、事業契約書において定める。
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要求水準書チェックシート

｢提案書｣の提案内容が，下表に示す要求水準書チェックシートを満たす内容となっているか確認すること。
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要求水準を満たすが、提案書に具体的な記載ができない場合、事業者記入欄【様式番号】を空欄にし、確認に「✓」を付け、提案内容を記載すること。
明らかに記入が不要と判断できる項目については、「該当なし」と記載すること。
市確認欄は、空欄とすること。

1.「要求要求書」に定められている要求項目一覧
市確認欄

(通番) 要求内容 確認 様式番号 提案内容
事業者記入欄

見出し③見出し②見出し①
要求項目

208 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

10 建設業務 （6） 完成後の業務

イ　市による完成確認
・ 市は、SPCによる完成検査、法令による完成検査及び機器・器
具等の試運転検査の終了後、本施設について完成確認を実施する
ものとする。

209 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

10 建設業務 （6） 完成後の業務 ・ 市による完成確認の詳細は、事業契約書において定める。

210 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

10 建設業務 （6） 完成後の業務
ウ　完成図書の提出
・ SPCは、市による完成確認に必要な完成図書を、工事監理者の
承諾の上、提出すること。

211 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

10 建設業務 （6） 完成後の業務 ・ 完成図書の詳細は、事業契約書において定める。

212 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

10 建設業務 （6） 完成後の業務
・ また、完成図書は市への提出分以外に別途、本施設内に保管
すること。

213 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

11 備品等整備業務
・ SPCは、要求水準を満たすために必要と考えられる備品等を提
案し、その購入及び設置・整備を建設期間中に実施すること。

214 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

11 備品等整備業務
・ 本事業における備品は、既製品の調達を基本とするが、SPCの
提案により同等以上の作り付け等の備品を計画することも認める
ものとする。

215 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

11 備品等整備業務
・ 建設期間中に仮設待合室等を設置し使用する場合は、新規購
入した備品等を使用することも可とする。

216 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

11 備品等整備業務
・ 備品の設置にあたっては、室内空間と調和し、豊かで潤いの
ある施設環境を形成するような備品の選定に努めること。

217 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

11 備品等整備業務

・ SPCは、整備した備品等について備品台帳を作成し、市に提出
すること。なお、備品の所有権は、運営維持管理期間中はSPCが
留保し、事業終了時に継続して使用できる状態で市に移転するも
のとする。予備品についても同様とする。

218 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

11 備品等整備業務

・ 本事業期間中は、備品の所有権は事業者であるため、リース
による調達は可とする。但し、市の選択により備品の残価として
市とSPCが協議して定める金額での市の買取若しくはリース契約
の地位の譲り受け等により、市に適切に備品の所有権を引き渡す
こととする。

219 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

11 備品等整備業務 ・ 構成員、協力企業が備品の所有権を有することも可とする。

220 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

12 工事監理業務
・ SPCは、建築基準法及び建築士法に規定される工事監理者を設
置し、工事監理を行う。

221 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

12 工事監理業務
・ 工事監理業務を行う者は、設計業務及び建設業務を行う者と
同じではならない。

222 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

12 工事監理業務

・ SPCは、工事監理者の作成する監理報告書を市へ定期的に提出
し、工事監理の状況の確認を得ること。監理報告書の内容は、監
理日報、打合せ記録、主な工事内容、工事進捗状況、器材・施工
検査記録及びその他とする。

223 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

12 工事監理業務 ・ 上記以外に、市の要請があれば随時報告を行うこと。

224 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

12 工事監理業務
・ 市への完成確認報告は、工事監理者立会いのもとSPCが行うこ
と。

225 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

12 工事監理業務
・ その他、「10 建設業務」に定める関連事項を適切に遂行する
こと。

226 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

13 仮設待合室等設置業務 （1） 業務の内容

・ 施設整備業務期間中、現斎場の運営を支障なく継続して行う
ため、必要に応じて仮設待合室等の設置を行うこと。ただし、
SPCの提案により敷地内に仮設待合室を設けずに新斎場の整備を
遂行できるのであれば、本業務は実施しなくてよいこととする。

227 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

13 仮設待合室等設置業務 （1） 業務の内容
・ 仮設待合室は、新斎場供用開始前に既存待合棟の全部または
一部が使用できなくなる場合に、あらかじめ設置し使用するもの
とする。

228 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

13 仮設待合室等設置業務 （1） 業務の内容
・ 仮設待合室は、SPCが設置した後、新斎場の供用開始までの
間、当該施設を市が無償で借用し、維持管理・運営を行う予定で
ある。

229 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

13 仮設待合室等設置業務 （1） 業務の内容 ・ 仮設待合室は、適切な時期において速やかに撤去すること。

230 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

13 仮設待合室等設置業務 （1） 業務の内容
・ その他、「10 建設業務」に定める関連事項を適切に遂行する
こと。

231 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

13 仮設待合室等設置業務 （2） 基本要件
・ 既存火葬棟を稼働させながら建設するため、会葬者の心情へ
の配慮並びに安全を確保する計画とすること。

232 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

13 仮設待合室等設置業務 （2） 基本要件

・ 現斎場の運営に対する工事の影響を最低限に抑えることに配
慮した配置計画とすること。また、既存火葬棟への霊きゅう車及
びマイクロバスでの横付け及び昇降に配慮した場所に設置するこ
と。

233 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

13 仮設待合室等設置業務 （2） 基本要件
・ 会葬者用の通路は、工事用通路と共用しない計画とするこ
と。

234 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

13 仮設待合室等設置業務 （2） 基本要件
・ 建設期間中の霊きゅう車の出入り方法については、民間事業
者の提案による。

235 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

13 仮設待合室等設置業務 （2） 基本要件
・ 工事車両及び霊きゅう車、会葬者が迷うことなく目的の場所
にアプローチできるよう、適切な誘導表示を設置すること。

236 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

13 仮設待合室等設置業務 （2） 基本要件
・ 仮設待合室は、新斎場供用開始後に解体するものとし、解体
及び解体後の整備にあたっては、新斎場の会葬者の利用に十分配
慮しつつ、運営に支障をきたさないように実施すること。

237 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

13 仮設待合室等設置業務 （3）
仮設待合室等の施設整
備要件

・ 仮設待合室は、既存待合棟と同等の機能を有することを基本
とする。なお、既存待合棟の全部又は一部を残す場合は、残す部
分を含め、全体で従前の機能を確保するものとする。

238 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

13 仮設待合室等設置業務 （3）
仮設待合室等の施設整
備要件

・ 高齢者、障がい者及び乳幼児等の利用にも配慮したものとす
ること。

239 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

13 仮設待合室等設置業務 （3）
仮設待合室等の施設整
備要件

・ 施設の階数は民間事業者の提案とするが、2階以上とする場合
はバリアフリーの観点から昇降機等を設けること。

240 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

13 仮設待合室等設置業務 （3）
仮設待合室等の施設整
備要件

・ 既存待合棟で現在使用しており、仮設待合室に移設して使用
することのできる備品等及び、上記以外に仮設待合室を運営する
ために必要と考えられる備品等を供用開始後に新施設に移設し継
続して使用する前提で民間事業者が提案し、仮設待合室使用開始
前に設置することも可とする。

241 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

13 仮設待合室等設置業務 （3）
仮設待合室等の施設整
備要件

・ 新斎場供用開始以降に解体、撤去されることを考慮し、省エ
ネルギー及び省資源対策に配慮するとともに、ライフサイクルコ
スト低減を考慮した耐久性の高い施設となるよう努めること。
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242 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

14 環境保全対策業務 （1） 基本要件

・ 資料4 広域斎場整備事業環境影響評価報告書（平成20年）を
遵守すること。
（本報告書は、市が平成19年度から平成20年度にかけて行った本
件事業用地周辺の現況調査と本件施設供用時の環境への影響につ
いての予測・評価結果をまとめたもの。）

243 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

14 環境保全対策業務 （1） 基本要件
・ 本施設の公害防止に係る基準を超え施設が停止することがな
いよう、要監視基準値と停止基準値を定める。

244 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

14 環境保全対策業務 （1） 基本要件
・ 停止基準値は「14(2)公害防止に係る基準」で定められた値以
下に設定するものとし、民間事業者の提案によるものとする。

245 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

14 環境保全対策業務 （1） 基本要件
・ 要監視基準値は停止基準値を下回る数値で民間事業者の提案
によるものとする。

246 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

14 環境保全対策業務 （1） 基本要件

・ 公害防止基準値、停止基準値、要監視基準値の関係は、以下
の式のとおりである。

公害防止基準値≧停止基準値＞要監視基準値

247 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

14 環境保全対策業務 （1） 基本要件
・ 要監視基準値とは、監視対象の数値が基準を上回った場合に
原因究明や改善に向けた行動を始める監視強化状態に移行する判
断基準である。

248 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

14 環境保全対策業務 （1） 基本要件
・ 停止基準値とは、監視対象の計測値等がその基準を上回った
場合に施設の操業を停止させ、原因究明や改善に向けた行動を始
める停止状態に移行する判断基準である。

249 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

14 環境保全対策業務 （2） 公害防止に係る基準

・ 施設整備においては、次の公害防止に係る基準を遵守するこ
と。なお、これらの基準が運営期間にわたって守られるよう、施
設整備段階で十分な性能確認を行うと共に、運用期間においても
定期的に検査を行うこと。

250 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

14 環境保全対策業務 （2） 公害防止に係る基準
・ 特に、火葬炉整備にあたっては、これらの基準に十分配慮し
た機器選定や運用方法の検討を行った整備計画とすること。

251 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

14 環境保全対策業務 （2） 公害防止に係る基準

ア　排ガス等検査
・ SPCは、供用開始後、火葬炉の全排気系列について、自らの責
任及び費用により排ガス等検査を実施し、その結果を速やかに市
に報告するものとする。

252 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

14 環境保全対策業務 （2） 公害防止に係る基準

・ SPCは、排ガス等検査の結果が表5に示す要監視基準値を上回
る場合は、検査の頻度を増加させる等の監視の強化を行うものと
する。また、SPCは、排ガス等検査の結果が停止基準値を上回る
場合は、関係する火葬炉の運転を停止しなければならないものと
する。

253 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

14 環境保全対策業務 （2） 公害防止に係る基準
イ　悪臭等検査
法定悪臭物質については、1排気筒出口において表6に示す基準値
以下とすること。

254 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

14 環境保全対策業務 （2） 公害防止に係る基準 臭気濃度については、表7に示す基準値以下とすること。

255 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

14 環境保全対策業務 （2） 公害防止に係る基準
ウ　飛灰
飛灰については、表8に示す基準値以下とすること。

256 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

14 環境保全対策業務 （2） 公害防止に係る基準
エ　騒音に関する基準
騒音については、表9に示す基準値以下とすること。

257 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

14 環境保全対策業務 （2） 公害防止に係る基準
オ　振動に関する基準
振動については、表10に示す基準値以下とすること。

258 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

14 環境保全対策業務 （2） 公害防止に係る基準
カ　留意事項
・ 特に指定していないものについては、関係法令等を確認・遵
守すること。

259 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

14 環境保全対策業務 （2） 公害防止に係る基準
・ 排ガス及び悪臭に関し、基準として明記されていない種類の
物質に対しても、周辺環境に悪影響を与えることのないよう配慮
すること。

260 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

14 環境保全対策業務 （2） 公害防止に係る基準
・ 公害防止に係る基準については、「火葬場の選定にかかるガ
イドラインの作成に関する研究（平成2年度厚生行政科学研
究）」等に基づき設定した。

261 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

15 所有権移転業務

・  施設等（駐車場及び外構等の一部を除く）の供用開始は 、
平成31年4月を遵守するよう市に新斎場の所有権を移転するこ
と。ただし、現斎場の解体工事に係る駐車場及び外構等の残工事
分は平成31年12月末までに市に所有権を移転すること。

262 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

15 所有権移転業務
・ なお、建物について必要な登記はSPCの負担により行うものと
する。

263 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

15 所有権移転業務
・ 登記については、表示登記及び所有権保存登記を実施するも
のとし、SPCは市の登記手続き事務を実施する。

264 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

15 所有権移転業務
・ また、新斎場は所有権移転後も、供用開始までSPCにて適切に
管理すること。また、所有権移転済み部分において供用開始日の
前日までに発生する光熱水費は、SPCの負担とする。

265 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

16 各種申請等業務
・ 本事業を実施するに当たり、本要求水準書及び事業契約書で
示す法令及びその他関係法令で必要な申請がある場合は、事業実
施に支障がないよう、各種申請等を適切に実施すること。

266 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

16 各種申請等業務
・ 市が本事業を実施する上で必要な申請を行う際、SPCは必要な
協力を行うこと。

267 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

17
斎場運営システムの調
達業務

・ 予約受付の対象施設は、火葬炉、待合室とし、予約を受付で
きるシステムを調達すること。

268 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

17
斎場運営システムの調
達業務

・ システムは、インターネットを利用し、パソコン端末等から
24 時間予約可能なものとし、SPCが一元的に管理できるシステム
とすること。

269 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

17
斎場運営システムの調
達業務

・ 予約状況について、SPCが管理するホームページ上で公開する
等、会葬者の利便性に配慮したシステムとすること。

270 第2
施設等整備業務に関す
る要求水準

18
その他本施設の整備に
必要な業務

・ 本事業を実施するに当たり、本要求水準書及び事業契約書で
示す内容を満たす上で、その他に施設整備上必要な業務がある場
合は、本事業実施に支障がないよう、適切に実施すること。

271 第3
仮設駐車場の整備業務
及び管理業務に関する
要求水準

1 総則

施設等の施工期間中は、現斎場及び小田原市環境事業センター
（以下「センター」という。）（神奈川県小田原市久野3768）に
おいて、仮設駐車場を整備すること。
本業務の範囲は次のとおりとする。
・ 仮設駐車場整備業務（設計、施工、工事監理）
・ 仮設駐車場管理業務（運営、維持管理、移送サービス）

272 第3
仮設駐車場の整備業務
及び管理業務に関する
要求水準

2
仮設駐車場整備業務
（設計、施工、工事監
理）

・ 配置、構造等の具体的な計画については、センターと事前に
協議すること。

273 第3
仮設駐車場の整備業務
及び管理業務に関する
要求水準

2
仮設駐車場整備業務
（設計、施工、工事監
理）

・ センターの業務に支障をきたさないようにするとともに、会
葬者の安全性や利便性に十分配慮すること。
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｢提案書｣の提案内容が，下表に示す要求水準書チェックシートを満たす内容となっているか確認すること。
｢提案書｣で要求水準書を満たす事項が示されている様式番号（複数可）を該当様式欄に記載し、事業者記入欄の確認に「○」を記載すること。提案内容は空欄でよい。
要求水準を満たすが、提案書に具体的な記載ができない場合、事業者記入欄【様式番号】を空欄にし、確認に「✓」を付け、提案内容を記載すること。
明らかに記入が不要と判断できる項目については、「該当なし」と記載すること。
市確認欄は、空欄とすること。

1.「要求要求書」に定められている要求項目一覧
市確認欄

(通番) 要求内容 確認 様式番号 提案内容
事業者記入欄

見出し③見出し②見出し①
要求項目

274 第3
仮設駐車場の整備業務
及び管理業務に関する
要求水準

2
仮設駐車場整備業務
（設計、施工、工事監
理）

・ 会葬者の安全性を確保するために必要となる誘導員を配置す
る等、対策を講じること。

275 第3
仮設駐車場の整備業務
及び管理業務に関する
要求水準

2
仮設駐車場整備業務
（設計、施工、工事監
理）

・ 規模については、資料5　環境事業センター図面を参照し、適
切な規模とすること。

276 第3
仮設駐車場の整備業務
及び管理業務に関する
要求水準

2
仮設駐車場整備業務
（設計、施工、工事監
理）

・ 仮設駐車場はアスファルト舗装を行うこと。周囲に高低差が
ある場合は、必要に応じて、土留め等を施すこと。

277 第3
仮設駐車場の整備業務
及び管理業務に関する
要求水準

2
仮設駐車場整備業務
（設計、施工、工事監
理）

・ 仮設駐車場の使用は、平成31年12月末までとし、原状回復は
不要とする。

278 第3
仮設駐車場の整備業務
及び管理業務に関する
要求水準

3
仮設駐車場管理業務
（運営、維持管理、移
送サービス）

・ 会葬者用駐車場をセンターに設置する場合は、利用者の利便
性を損なわないよう現斎場への移送サービスを確保すること。

279 第3
仮設駐車場の整備業務
及び管理業務に関する
要求水準

3
仮設駐車場管理業務
（運営、維持管理、移
送サービス）

・ なお、仮設駐車場を整備した上であれば、SPCの責任と負担に
おいて、別途近隣に仮設駐車場を確保し、会葬者に駐車スペース
及び移送サービスを提供することは妨げない。

280 第3
仮設駐車場の整備業務
及び管理業務に関する
要求水準

3
仮設駐車場管理業務
（運営、維持管理、移
送サービス）

・ 移送サービスについては現斎場の運営に支障をきたさないよ
う、管理者と十分な連絡調整を図ること。

281 第4
維持管理業務に関する
要求水準

1 総則

本業務の範囲は次のとおりとする。
・ 建築物保全業務
・ 建築設備保全業務
・ 建築物・建築設備修繕・更新業務
・ 清掃業務
・ 植栽・外構維持管理業務
・ 警備業務
・ 環境衛生管理業務
・ 火葬炉保守管理業務
・ 備品等管理業務
・ 残骨灰及び集じん灰の管理及び処理業務
・ エネルギーマネジメント業務
・ その他本施設の維持管理に必要な業務

282 第4
維持管理業務に関する
要求水準

1 総則

・ SPCは、供用開始から事業期間終了までの間、施設の品質及び
品格を保持し、劣化に伴う機能低下を防止して施設の安全性・機
密性を確保し、施設の信頼性を高め、資産の効果的な活用を図る
ため、施設等の維持管理業務を行うこと。

283 第4
維持管理業務に関する
要求水準

1 総則
・ 安全衛生には十分な注意を払い、作業環境の保全につとめ、
安全かつ安定的に施設等の運営を続けること。

284 第4
維持管理業務に関する
要求水準

1 総則
・ SPCは、各業務の実施に必要な構成員又は協力企業を選定の
上、それらとの間で契約し、維持すること。

285 第4
維持管理業務に関する
要求水準

1 総則
・ 各業務における業務提供体制を構築し、継続的に維持するこ
と。

286 第4
維持管理業務に関する
要求水準

1 総則
・ SPCは、供用開始前に、本要求水準書に定める要求水準の達成
を前提として、各業務における業務実施計画書、仕様書、マニュ
アル等を整備し、市に提出すること。

287 第4
維持管理業務に関する
要求水準

1 総則

・ SPCは、供用開始前に、施設等を長期にわたり良好な状態に保
つことを目的とした長期修繕計画を作成し市に提出するととも
に、事業期間中には年に1回又は市の求めに応じて、実際の修繕
工事実績と長期修繕計画の履行状況、必要に応じた計画の見直し
等を市に報告すること。

288 第4
維持管理業務に関する
要求水準

1 総則
・ 供用開始に先立ち、構成員又は協力企業の社員を対象に各種
教育・研修（必要な技能、接遇、モラル、緊急時（災害・事故
等）の対応を含む。）、リハーサル等を実施すること。

289 第4
維持管理業務に関する
要求水準

1 総則

業期間中には年間維持管理業務計画書、業務日報及び業務報告書
（月報）を作成し、年間維持業務計画書は年に1回、業務日報及
び業務報告書（月報）は月に1回、又は市の要求に応じてこれを
提出すること。

290 第4
維持管理業務に関する
要求水準

1 総則

・ 施設等の機能を維持するために必要な措置を講じ、定期的に
機能検査を行うこと。また、火葬炉設備は日常点検以外に、定期
点検を実施し、機能状況、耐用の度合等について精密な検査を行
うようにしなければならない。検査、点検の回数については提案
すること。

291 第4
維持管理業務に関する
要求水準

1 総則
・ 施設の保守管理に関する点検、検査その他の措置の記録を作
成し、法令等の規定に従い、必要期間保存すること。

292 第4
維持管理業務に関する
要求水準

1 総則
・ 事業期間終了時の建物（建築物、電気設備及び機械設備）及
び火葬炉設備は、2年以内は性能要件を満たしながら運転できる
状態にて引き渡すことを事業契約終了時の条件とする。

293 第4
維持管理業務に関する
要求水準

1 総則
・ 本事業の事業期間終了前に、建物の大規模修繕を含む事業期
間終了後の長期の維持管理計画について、その内容と金額等につ
いて提案すること。

294 第4
維持管理業務に関する
要求水準

1 総則
・ 神奈川県広域火葬協議会において、業務調整を年2回実施する
こと。

295 第4
維持管理業務に関する
要求水準

1 総則
・ 業務の実施にあたっては、地元の人材等の活用に配慮するこ
と。

296 第4
維持管理業務に関する
要求水準

1 総則

・ 維持管理に係る用語については次のとおりとする。
■運転・監視
設備機器を稼動させ、その状況を監視及び制御すること。
■点検
既存対象物の機能状態や減耗の程度等を予め定めた手順により調
べること。
■保守
既存対象物の初期の性能及び機能を維持する目的で、周期的又は
継続的に行う注油、小部品の取替え等の軽微な作業。
■経常的修繕
劣化した部位・部材又は機器の性能・機能を原状（初期の水準）
又は実用上支障のない状態まで回復させる作業のうち、日常的に
発生するもの又は不具合が生じた場合にその都度実施する応急的
なもの。
■修繕
劣化した部位・部材又は機器の性能・機能を原状（初期の水準）
又は実用上支障のない状態まで回復させること。ただし、保守、
経常的修繕の範囲に含まれる作業を除く。
■更新
劣化した部位・部材や機器等を新しい物に取り替えること。

297 第4
維持管理業務に関する
要求水準

1 総則
・ SPCは、本業務に関連する構成員又は協力企業をとりまとめ、
調整し、コスト管理及び品質管理を行う統括機能を有すること。

298 第4
維持管理業務に関する
要求水準

1 総則
・ 各業務を実施する構成員及び協力企業に対する監視、改善指
示（セルフモニタリング）方法及び実施体制を定め、事業期間が
終了するまで継続して維持すること。
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要求水準書チェックシート

｢提案書｣の提案内容が，下表に示す要求水準書チェックシートを満たす内容となっているか確認すること。
｢提案書｣で要求水準書を満たす事項が示されている様式番号（複数可）を該当様式欄に記載し、事業者記入欄の確認に「○」を記載すること。提案内容は空欄でよい。
要求水準を満たすが、提案書に具体的な記載ができない場合、事業者記入欄【様式番号】を空欄にし、確認に「✓」を付け、提案内容を記載すること。
明らかに記入が不要と判断できる項目については、「該当なし」と記載すること。
市確認欄は、空欄とすること。

1.「要求要求書」に定められている要求項目一覧
市確認欄

(通番) 要求内容 確認 様式番号 提案内容
事業者記入欄

見出し③見出し②見出し①
要求項目

299 第4
維持管理業務に関する
要求水準

1 総則

・ また、セルフモニタリングの結果を受け、業務の実施手順や
人員体制等次の内容について効率化・最適化及びサービスの視点
から定期的に改善検討を行い、以降の業務実施に反映させるこ
と。
 ・ 各業務の実施手順
 ・ 各業務の実施に際しての人員体制
 ・ 各業務の実施過程におけるチェック体制
 ・ 業務全体を通じた適切な人員確保の方策
 ・ 必要やむを得ない場合における協力企業の交替
 ・ その他サービス水準の回復のために必要と認められる事項
 ・ なお、仕様書、マニュアル及びセルフモニタリングの手法等
に関する書類は、市との協議の上、随時改訂を行うことができる
ものとする。

300 第4
維持管理業務に関する
要求水準

2 建築物保全業務
・ 施設の建築物の性能及び機能を維持し、本施設における公共
サービスの提供その他の各種業務が安全かつ快適に行われるよ
う、施設の建物各部の点検、保守、経常的修繕を実施すること。

301 第4
維持管理業務に関する
要求水準

2 建築物保全業務
・ 本事業で市が要求する建築物保全業務のサービス水準を示す
参考資料として、最新版建築保全業務共通仕様書（以下「建築保
全業務共通仕様書」という。）を参照すること。

302 第4
維持管理業務に関する
要求水準

2 建築物保全業務

・ 建築保全業務共通仕様書に示された仕様によるものと同水準
のサービスを第一の達成目標として作業仕様を策定することと
し、建築保全業務共通仕様書に示された個々の仕様（点検の回数
及び方法等）については、必ずしも遵守する必要はない。

303 第4
維持管理業務に関する
要求水準

3 建築設備保全業務

・ 施設の性能及び機能を維持し、公共サービスの提供その他の
各種業務が安全かつ快適に行われるよう、本施設に設置される電
気設備、機械設備、監視制御設備及び防災設備等について、適切
な設備維持管理計画のもとに運転・監視、点検、保守、経常的修
繕等を実施すること。

304 第4
維持管理業務に関する
要求水準

3 建築設備保全業務
・  本事業で市が要求する建築設備保全業務のサービス水準を示す参
考資料として、建築保全業務共通仕様書の各章のなかで、自らが提
案する施設の設備に対応する部分を参照すること。

305 第4
維持管理業務に関する
要求水準

3 建築設備保全業務

・ 設備の運転・監視については、利用状況、利用時間、気候の
変化、会葬者の快適さ等を考慮に入れて柔軟性のある運転監視業
務計画を策定し、それに従って各種設備を適正な操作によって効
率よく運転・監視すること。

306 第4
維持管理業務に関する
要求水準

3 建築設備保全業務

・ 各設備の関係法令を遵守して適切な点検を実施するのに加
え、上記の目的及び要求水準を満足するための設備点検計画を策
定し、それに従って各種設備について定期的に点検・対応を行う
こと。

307 第4
維持管理業務に関する
要求水準

4
建築物・建築設備修
繕・更新業務

・ 施設の性能及び機能を維持し、公共サービスの提供その他の
各種業務が安全かつ快適に行われるよう、本施設の建物につい
て、長期修繕計画のもと事業期間中に必要となる全ての修繕、更
新をSPCの負担において実施すること。

308 第4
維持管理業務に関する
要求水準

4
建築物・建築設備修
繕・更新業務

・ 平成17年版『建築物のライフサイクルコスト（国土交通省大
臣官房営繕部監修）（以下「建築物のライフサイクルコスト」と
いう。）』第3編データベース編精算用データベースにおいて、
「屋根」、「外部」、「電力」、「空調」に区分されるもののう
ち「時間計画保全とすべき」又は「時間計画による保全が望まし
い」とされているもので、「計画更新年数」が15年以下のものに
ついては、事業期間の適切な時期に更新を実施すること。時期に
ついては、財政支出の平準化についても一定の配慮を行うものと
する。

309 第4
維持管理業務に関する
要求水準

4
建築物・建築設備修
繕・更新業務

・ なお、「計画更新年数」が15年を超えるものについては、事
業期間中に必ずしも更新を実施することを要しない。

310 第4
維持管理業務に関する
要求水準

4
建築物・建築設備修
繕・更新業務

・ 建築物のライフサイクルコスト第3編データベース編精算用
データベースに記載のない部位・部材等については、当該部位・
部材等に最も類似するものの「計画更新年数」を参考に適切に設
定し、上記の規定に従うこと。

311 第4
維持管理業務に関する
要求水準

5 清掃業務
・ 施設及び敷地を美しく衛生的に保ち、本施設における公共
サービスの提供その他の各種業務が快適な環境のもとで円滑に行
われるようにするため清掃業務を実施すること。

312 第4
維持管理業務に関する
要求水準

5 清掃業務

・ 本事業で市が要求する清掃業務のサービス水準を示す参考資
料として、建築保全業務共通仕様書を参照すること。ただし、建
築保全業務共通仕様書に示された仕様によるものと同水準のサー
ビス水準を達成目標として作業仕様を策定することとし、建築保
全業務共通仕様書に示された個々の仕様（清掃箇所及び回数、清
掃の方法、業務手続きの詳細規定等）については、必ずしも遵守
する必要はない。

313 第4
維持管理業務に関する
要求水準

5 清掃業務
・ 本施設における各種業務及びサービスに支障のないよう配慮
した作業計画を策定・実施すること。

314 第4
維持管理業務に関する
要求水準

5 清掃業務
・ 清掃業務によって収集した廃棄物は、適正な処理を行うこ
と。

315 第4
維持管理業務に関する
要求水準

5 清掃業務
・ 業務に使用する用具及び資材等は常に整理整頓に努めるこ
と。

316 第4
維持管理業務に関する
要求水準

5 清掃業務
・ 業務終了後は、各室の施錠確認、消灯及び火気の始末に努め
ること。

317 第4
維持管理業務に関する
要求水準

5 清掃業務
・ 全ての清掃作業担当者は、勤務時間中は職務にふさわしい制
服を着用すること。

318 第4
維持管理業務に関する
要求水準

5 清掃業務
・ 業務に使用する資材・消耗品は、品質保証のあるもの（JIS
マーク商品等）を可能な限り用いること。

319 第4
維持管理業務に関する
要求水準

5 清掃業務
・ 建物内外の仕上げ面及び備品等を適切な頻度・方法で清掃す
ること。

320 第4
維持管理業務に関する
要求水準

5 清掃業務

・ 仕上げ材の性質等を考慮しつつ、日常清掃、定期清掃及び特
別清掃を適切に組み合わせた作業計画を立案・実施し、建築保全
業務共通仕様書に沿って作業を実施した場合と同等水準又はそれ
以上の施設の美観と衛生性を保つこと。

321 第4
維持管理業務に関する
要求水準

6
植栽・外構維持管理業
務

・ 進入路、駐車場及び車寄せ等外構施設の機能を維持し、公共
サービスの提供その他の各種業務が安全かつ適切に行われるよう
にするため維持管理を実施すること。

322 第4
維持管理業務に関する
要求水準

6
植栽・外構維持管理業
務

・ 敷地内の緩衝緑地（既存林を含む）について、適切な荒廃防
止策を講じること。

323 第4
維持管理業務に関する
要求水準

6
植栽・外構維持管理業
務

・ 本施設内における植栽を保護・育成・処理して、豊かで美し
い環境を維持すること。

324 第4
維持管理業務に関する
要求水準

6
植栽・外構維持管理業
務

・ 植物の形状、生育状況及び植物の病害虫等に対する点検並び
に剪定及び施肥等の手入れを適切な管理計画に沿って実施するこ
と。管理計画を作成する際は、神奈川県農薬安全使用指導指針の
ほか関係法規等を遵守すること。
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要求水準書チェックシート

｢提案書｣の提案内容が，下表に示す要求水準書チェックシートを満たす内容となっているか確認すること。
｢提案書｣で要求水準書を満たす事項が示されている様式番号（複数可）を該当様式欄に記載し、事業者記入欄の確認に「○」を記載すること。提案内容は空欄でよい。
要求水準を満たすが、提案書に具体的な記載ができない場合、事業者記入欄【様式番号】を空欄にし、確認に「✓」を付け、提案内容を記載すること。
明らかに記入が不要と判断できる項目については、「該当なし」と記載すること。
市確認欄は、空欄とすること。

1.「要求要求書」に定められている要求項目一覧
市確認欄

(通番) 要求内容 確認 様式番号 提案内容
事業者記入欄

見出し③見出し②見出し①
要求項目

325 第4
維持管理業務に関する
要求水準

6
植栽・外構維持管理業
務

・ 本事業で市が要求する植栽・外構維持管理業務のサービス水
準を示す参考資料として、建築保全業務共通仕様書を参照するこ
と。ただし、建築保全業務共通仕様書に示された仕様によるもの
と同水準のサービス水準を達成目標として作業仕様を策定するこ
ととし、建築保全業務共通仕様書に示された個々の仕様（剪定箇
所及び回数、水やりの方法、業務手続きの詳細規定等）について
は、必ずしも遵守する必要はない。

326 第4
維持管理業務に関する
要求水準

6
植栽・外構維持管理業
務

・ 本施設における各種業務及びサービスに支障のないよう配慮
した作業計画を策定、実施すること。

327 第4
維持管理業務に関する
要求水準

6
植栽・外構維持管理業
務

・ 業務に使用する用具及び資材等は常に整理整頓に努め、特に
薬品等は充分な管理を行うこと。

328 第4
維持管理業務に関する
要求水準

6
植栽・外構維持管理業
務

・ 業務終了後は、門扉等の施錠確認及び火気の始末に努めるこ
と。

329 第4
維持管理業務に関する
要求水準

6
植栽・外構維持管理業
務

・ 全ての剪定作業担当者は、勤務時間中は勤務にふさわしい制
服を着用すること。

330 第4
維持管理業務に関する
要求水準

7 警備業務

・ 施設の秩序を維持し、火災、盗難、破壊等のあらゆる事故の
発生を警戒・防止することにより、財産の保全と人身の安全を図
り、本施設における各種業務の円滑な運営に寄与することを目的
として施設の警備を行うこと。

331 第4
維持管理業務に関する
要求水準

7 警備業務
・  施設の利用時間を考慮し、建物内外の主な出入口及び扉の施錠を
行うとともに、本件施設の鍵の収受・保管、及びその記録を行うこ
と。

332 第4
維持管理業務に関する
要求水準

7 警備業務
・ 警備業務においては、機械警備を基本として必要に応じて人
員警備も組み合わせて実施すること。

333 第4
維持管理業務に関する
要求水準

7 警備業務
・ 人員警備にあたっては、施設の利用時間・用途・規模等を勘
案して適切な巡回警備計画を立て、定期的に施設内を巡回して不
審者・不審物及び施設内の異常の発見等に努めること。

334 第4
維持管理業務に関する
要求水準

7 警備業務
・ 機械警備にあたっては、機械監視装置による不審者の発見及
び排除等を行うこと。

335 第4
維持管理業務に関する
要求水準

7 警備業務
・ 全ての警備担当者は、勤務時間中は職務にふさわしい制服を
着用すること。

336 第4
維持管理業務に関する
要求水準

7 警備業務
・ 駐車場エリアにおいて、自動車の交通整理及び誘導等を必要
に応じて実施すること。

337 第4
維持管理業務に関する
要求水準

8 環境衛生管理業務

・ 感染症の遺体又は感染症の疑いのある遺体等の取扱いについ
ては、安置及び火葬の方法及び体制、感染症拡大防止のための措
置、感染症を防護する資材等の活用、感染症対策等を適切に実施
すること。

338 第4
維持管理業務に関する
要求水準

8 環境衛生管理業務

・ 建築物における衛生的環境の確保に関する法律及び関係法令
等に基づき、ゴキブリ、ダニ、その他の害虫やねずみ等の防除、
空気環境の測定、貯水槽の清掃と水質管理、排水施設の清掃と補
修を実施すること。

339 第4
維持管理業務に関する
要求水準

8 環境衛生管理業務

・ 本事業で市が要求する環境衛生管理業務のサービス水準を示
す参考資料として、建築保全業務共通仕様書を参照すること。た
だし、建築保全業務共通仕様書に示された仕様によるものと同水
準のサービス水準を達成目標として作業仕様を策定することと
し、建築保全業務共通仕様書に示された個々の仕様（害虫駆除箇
所及び回数、駆除の方法、業務手続きの詳細規定等）について
は、必ずしも遵守する必要はない。

340 第4
維持管理業務に関する
要求水準

8 環境衛生管理業務
・ 害虫駆除に際しての噴霧法、散布法その他の有効と認められ
る駆除方法をSPCの選択により採用すること。

341 第4
維持管理業務に関する
要求水準

8 環境衛生管理業務 ・ 駆除作業は専門技術者の指導のもとに行うこと。

342 第4
維持管理業務に関する
要求水準

8 環境衛生管理業務
・ 本施設における各種業務及びサービスに支障のないよう配慮
した作業計画を策定・実施すること。

343 第4
維持管理業務に関する
要求水準

8 環境衛生管理業務
・ 業務に使用する用具及び資材等は常に整理整頓に努め、特に
薬品等は充分な管理を行うこと。

344 第4
維持管理業務に関する
要求水準

8 環境衛生管理業務
・ 業務の実施に必要な電気及び水道は、計画的な節約に努める
こと。

345 第4
維持管理業務に関する
要求水準

8 環境衛生管理業務
・ 業務終了後は、各室の施錠確認、消灯及び火気の始末に努め
ること。

346 第4
維持管理業務に関する
要求水準

8 環境衛生管理業務
・ 全ての作業担当者は、勤務時間中は職務にふさわしい制服を
着用すること。

347 第4
維持管理業務に関する
要求水準

9 火葬炉保守管理業務 （1） 業務の実施

・ 基本要件に定めた計画書に加え、毎事業年度の開始前に、次
の項目を含む、火葬炉設備維持管理業務年間計画書を作成し、実
施すること。
 ・ 運転・監視業務
 ・ 点検（日常・定期）業務
 ・ 保守・経常的修繕業務
 ・ 修繕・更新業務
 ・ 修繕及び更新が必要な場合は、迅速に調査・診断を行い、
SPCの負担において実施すること。

348 第4
維持管理業務に関する
要求水準

9 火葬炉保守管理業務 （1） 業務の実施
・ SPCは、日常点検業務の結果を毎月1回、運転・監視業務の結
果を3ヶ月に1回、定期点検・保守・経常的修繕・修繕・更新業務
の結果を少なくとも年１回、市に報告すること。

349 第4
維持管理業務に関する
要求水準

9 火葬炉保守管理業務 （1） 業務の実施

・ SPCは排ガスの大気物質、法定悪臭物質、臭気、飛灰、騒音、
振動、ダイオキシン等を測定し、第2．14.(2)に示す公害防止に
係る基準の遵守を確認した上で、その結果を年1回、又は市の要
求に応じて市に報告すること。なお、排ガス及び悪臭に関する性
能試験は、排気1系統毎に運転時に実施することとし、測定対象
の炉についてはその都度市と協議すること。騒音及び振動につい
ては、計画上の最大炉数運転時に実施すること。

350 第4
維持管理業務に関する
要求水準

9 火葬炉保守管理業務 （2）
設備管理記録の作成及
び保管

・ 設備の運転、点検及び修繕・更新等の記録として、次のもの
を作成すること。
 ・ 火葬炉運転日誌（居住地・性別その他属性別火葬件数、燃焼
監視記録、火葬炉設備に関わる備品・消耗品の使用状況等を記録
する）
 ・ 点検記録（燃料供給設備、動力設備、燃焼設備、駆動設備、
炉体、排ガス処理設備、電気計装設備、運転・支援システム、附
帯設備（燃料供給設備を除く）の点検表）
 ・ 整備・事故記録（定期点検、測定、整備、事故、故障の記
録）

351 第4
維持管理業務に関する
要求水準

9 火葬炉保守管理業務 （2）
設備管理記録の作成及
び保管

・ 火葬炉運転日誌及び点検記録は3年以上、整備・事故記録は、
事業期間中保管すること。

352 第4
維持管理業務に関する
要求水準

9 火葬炉保守管理業務 （2）
設備管理記録の作成及
び保管

・ 火葬炉運転日誌、点検記録、整備・事故記録は、最終的に電
子データとして整備し、年1回、又は市の要求に応じて市に提出
すること。

353 第4
維持管理業務に関する
要求水準

9 火葬炉保守管理業務 （3） 異常発見時の報告
・ SPCは、運転・監視及び定期点検等により、異常が発見された
場合には、速やかに市に報告するとともに必要な対応策を講じる
こと。
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要求水準書チェックシート

｢提案書｣の提案内容が，下表に示す要求水準書チェックシートを満たす内容となっているか確認すること。
｢提案書｣で要求水準書を満たす事項が示されている様式番号（複数可）を該当様式欄に記載し、事業者記入欄の確認に「○」を記載すること。提案内容は空欄でよい。
要求水準を満たすが、提案書に具体的な記載ができない場合、事業者記入欄【様式番号】を空欄にし、確認に「✓」を付け、提案内容を記載すること。
明らかに記入が不要と判断できる項目については、「該当なし」と記載すること。
市確認欄は、空欄とすること。

1.「要求要求書」に定められている要求項目一覧
市確認欄

(通番) 要求内容 確認 様式番号 提案内容
事業者記入欄

見出し③見出し②見出し①
要求項目

354 第4
維持管理業務に関する
要求水準

10 備品等管理業務
・ 斎場内各施設で使用される備品について、備品台帳を作成
し、備品の補充及び管理を確実に行うこと。

355 第4
維持管理業務に関する
要求水準

10 備品等管理業務
・ 必要な品目や予備品の数量については、資料7を参考とし民間
事業者提案とする。

356 第4
維持管理業務に関する
要求水準

11
残骨灰及び集じん灰の
管理及び処理業務

・ 残骨灰については、墓地、埋葬等に関する法律の趣旨に則り
適切に管理すること。

357 第4
維持管理業務に関する
要求水準

11
残骨灰及び集じん灰の
管理及び処理業務

・ 集じん灰については、残骨灰と分別し適切に管理すること。

358 第4
維持管理業務に関する
要求水準

11
残骨灰及び集じん灰の
管理及び処理業務

・ 灰の搬出、最終処分はSPCの責任によって適切な方法により実
施すること。

359 第4
維持管理業務に関する
要求水準

12
エネルギーマネジメン
ト業務

次に示す創エネ、蓄エネ、省エネの観点から、斎場全体のエネル
ギーマネジメント業務について提案すること。
・ 省エネに配慮した設備、機器の導入を検討すること。
・ 斎場全体のエネルギー管理が実施可能なエネルギーマネジメ
ントシステムの導入を検討すること。
・ 災害発生時に使用予定の自家発電装置を活用したエネルギー
マネジメントを検討すること。
・ 太陽光発電等の自然エネルギーによる発電及び蓄電池等の導
入を検討すること。
・ 採光、通風、雨水等の自然エネルギーの活用を検討するこ
と。
・ 本事業の維持管理・運営に係る光熱水費（電気、水道、燃
料、白灯油等）はSPCが供給者と契約し、使用料の実質を市がSPC
に支払う。SPCは、供給者との契約に当たり、事前に供給者及び
価格、契約プラン等について、市の承諾を得ること。
・ なお、自動販売機及び売店運営に要する光熱水費は、SPCの負
担とする。
・ SPCは、毎月の使用量を整理し、「使用量報告書」として市に
提出すること。

360 第4
維持管理業務に関する
要求水準

13
その他本施設の維持管
理に必要な業務

・ SPCは、その他本施設の維持管理に必要な業務を実施するこ
と。

361 第5
運営業務に関する要求
水準

1 総則

本業務の範囲は次のとおりとする。
・ 斎場運営システムの運用業務
・ 予約受付業務
・ 会葬者受付業務（玄関業務）
・ 告別業務
・ 炉前業務
・ 火葬炉運転業務
・ 待合室提供業務
・ 収骨業務
・ 売店（自動販売機）運営業務
・ 庶務業務
・ 料金徴収代行業務
・ その他本施設の運営に必要な業務

362 第5
運営業務に関する要求
水準

1 総則

・ SPCは、記載された施設等に関する各種の要件を満足し、大気
汚染、水質汚濁、騒音、振動、悪臭等の公害発生を防止するとと
もに、二次公害を発生させないように適正な施設等の運営を行わ
なければならない。

363 第5
運営業務に関する要求
水準

1 総則
・ SPCは、施設等を適切に運営するための人員を確保し、施設の
運営に当たること。

364 第5
運営業務に関する要求
水準

1 総則
・ 施設運営のための人員には、適切な資格を有した者が含まれ
るものとし、SPCは、必要に応じてその必要人数を責任もって確
保すること。

365 第5
運営業務に関する要求
水準

1 総則
・ SPCは、施設等の運営に際して、労働災害保険、第三者損害賠
償保険等の必要な保険に加入するものとする。

366 第5
運営業務に関する要求
水準

1 総則
・ なお、保険契約の内容及び保険証書の内容については、市の
確認を得るものとする。

367 第5
運営業務に関する要求
水準

1 総則
・ 災害及び事故発生時の避難誘導マニュアルを作成し、定期的
に従業員に周知し、利用者の安全確保に努めること。

368 第5
運営業務に関する要求
水準

1 総則
・ 1日当たりの火葬数は適切に設定することとし、業務が集中し
た場合も円滑に運営できるように施設の運営を行うこと。

369 第5
運営業務に関する要求
水準

1 総則 ・ 従業員の確保にあたっては、地元雇用に配慮すること。

370 第5
運営業務に関する要求
水準

1 総則
・ 必要な用具資材及び消耗品類は可能な限り市内の業者から購
入すること。

371 第5
運営業務に関する要求
水準

1 総則
・ 霊きゅう車等の路上駐車が発生しないよう葬祭業者と連携を
図ること。

372 第5
運営業務に関する要求
水準

1 総則
・ 会葬に伴う施設内での放送音等が近隣住民に聞こえにくいよ
う配慮すること。

373 第5
運営業務に関する要求
水準

1 総則
・ SPCの職員及び関係者が、会葬者、葬祭業者等から心づけを受
領することはかたく禁じる。心づけは、金銭のみでなく中元歳暮
等、物品も含む。

374 第5
運営業務に関する要求
水準

1 総則 ・ 会葬者の心情に配慮した運営を行うこと。

375 第5
運営業務に関する要求
水準

1 総則
・ SPCは、供用開始前に、本要求水準書に定める要求水準の達成
を前提として、各業務における業務実施計画書、仕様書、マニュ
アル等を整備し、市に提出すること。

376 第5
運営業務に関する要求
水準

1 総則
・ 供用開始に先立ち、SPCは市との各種調整、構成員又は協力企
業の社員を対象に各種教育・研修（必要な技能、接遇、モラル、
緊急時の対応を含む。）、リハーサル等を実施すること。

377 第5
運営業務に関する要求
水準

1 総則
・ SPCは、本業務に関連する構成員又は協力企業をとりまとめ、
調整し、コスト管理及び品質管理を行う統括機能を有すること。

378 第5
運営業務に関する要求
水準

1 総則
・ 各業務を実施する構成員及び協力企業に対する監視、改善指
示（セルフモニタリング）方法及び実施体制を定め、事業期間が
終了するまで継続して維持すること。

379 第5
運営業務に関する要求
水準

1 総則

・ また、セルフモニタリングの結果を受け、業務の実施手順や
人員体制等次の内容について効率化・最適化及びサービスの視点
から定期的に改善検討を行い、以降の業務実施に反映させるこ
と。
 ・ 各業務の実施手順
 ・ 各業務の実施に際しての人員体制
 ・ 各業務の実施過程におけるチェック体制
 ・ 業務全体を通じた適切な人員確保の方策
 ・ 必要やむを得ない場合における協力企業の交替
 ・ その他サービス水準の回復のために必要と認められる事項

380 第5
運営業務に関する要求
水準

1 総則
・ なお、仕様書、マニュアル及びセルフモニタリングの手法等
に係る書類は、市との協議の上、随時改訂を行うことができるも
のとする。

381 第5
運営業務に関する要求
水準

2
施設の運営時間、利用
料金

（1） 年間稼働日数
施設等の年間稼動日数は、火葬需要、職員の待遇や施設の管理等
を考慮したものとすること。
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382 第5
運営業務に関する要求
水準

2
施設の運営時間、利用
料金

（2） 休業日
斎場の定期休業日は、1月1日から1月3日とする。友引は、休業と
する。ただし、需要動向等にあわせて、市と協議すること。

383 第5
運営業務に関する要求
水準

2
施設の運営時間、利用
料金

（3） 営業時間 営業受付時間は8時30分から17時00分までを基本とする。

384 第5
運営業務に関する要求
水準

2
施設の運営時間、利用
料金

（4） 利用料金 別途、市の条例で定める。

385 第5
運営業務に関する要求
水準

3
斎場運営システムの運
用業務

斎場の予約受付と斎場の運営を支援するシステムを運営する。
なお、現在の予約受付及び各種許可証発行手続きの詳細は、資料
8に示す。

・ 予約状況、当日の受付情報、炉の稼働状況、ホール、告別収
骨室、待合室等の斎場の空き情報等を統合的に活用するシステム
を調達すること。
・ 上記情報を斎場内各所に速やかに表示し、会葬者及び職員に
提供できるようにすること。
・ 具体的な業務内容は、現在より利用者及び市の負担が軽減で
きる提案とし、市との十分な協議の上、決定すること。

386 第5
運営業務に関する要求
水準

4 予約受付業務
・ 予約受付システムを活用し、会葬者からの予約を受付け、管
理すること。

387 第5
運営業務に関する要求
水準

4 予約受付業務 ・ 葬斎業者等からの予約については24時間受け付けること。

388 第5
運営業務に関する要求
水準

4 予約受付業務 ・ 予約状況確認については24時間対応とすること。

389 第5
運営業務に関する要求
水準

4 予約受付業務
・ 会葬者受付業務で知り得た個人情報の管理を十分徹底するこ
と。

390 第5
運営業務に関する要求
水準

4 予約受付業務 ・ 営業時間中は、電話による予約の受付を行うこと。

391 第5
運営業務に関する要求
水準

4 予約受付業務
・ 具体的な業務内容は、現在より利用者及び市の負担が軽減で
きる提案とし、市との十分な協議の上、決定すること。

392 第5
運営業務に関する要求
水準

5
会葬者受付業務（玄関
業務）

・ 霊きゅう車や会葬者等の車両の適切な誘導を行い、安全に十
分配慮すること。

393 第5
運営業務に関する要求
水準

5
会葬者受付業務（玄関
業務）

・ 霊きゅう車等の到着時に受付での手続きを誘導すること。

394 第5
運営業務に関する要求
水準

5
会葬者受付業務（玄関
業務）

・ 会葬者から、埋火葬許可証、斎場使用申請書を受け取り、内
容を確認すること。

395 第5
運営業務に関する要求
水準

5
会葬者受付業務（玄関
業務）

・ 予約簿と照合し、確認できたら斎場使用許可証を発行し、使
用料を徴収すること。

396 第5
運営業務に関する要求
水準

5
会葬者受付業務（玄関
業務）

・ 火葬前に火葬許可証への押印を行い、会葬者へ返却するこ
と。

397 第5
運営業務に関する要求
水準

5
会葬者受付業務（玄関
業務）

・ 分骨証明書等の発行依頼があった場合にはそれに応じるこ
と。

398 第5
運営業務に関する要求
水準

5
会葬者受付業務（玄関
業務）

・ 具体的な業務内容は、現在より利用者及び市の負担が軽減で
きる提案とし、市との十分な協議の上、決定すること。

399 第5
運営業務に関する要求
水準

6 告別業務 ・ 喪主及び遺族関係者に対し告別の案内をすること。

400 第5
運営業務に関する要求
水準

6 告別業務 ・ 告別の間は円滑な進行が行えるよう協力すること。

401 第5
運営業務に関する要求
水準

7 炉前業務
・ 会葬者が交錯しないように務め、特に集中日には適切な職員
の配置に努めること。

402 第5
運営業務に関する要求
水準

7 炉前業務 ・ 焼骨の取り違え事故が発生しないように対策を講じること。

403 第5
運営業務に関する要求
水準

7 炉前業務 ・ 納炉時等の遺族関係者の安全について配慮すること。

404 第5
運営業務に関する要求
水準

7 炉前業務
・ 告別室から火葬炉の前へ棺を移動し、喪主に名前の確認をし
た後、納炉すること。

405 第5
運営業務に関する要求
水準

8 火葬炉運転業務
・ SPCは火葬炉の取扱説明書、事前に作成した火葬炉運転マニュ
アルに従って火葬を行うこと。

406 第5
運営業務に関する要求
水準

8 火葬炉運転業務

・ SPCは、適切な焼骨の状態になるまで、火葬を行うこと。適切
な焼骨の状態とは、遺体や副葬品の状態に合わせ、焼骨がある程
度まとまった形で遺族の目に触れられる状態になるようにするこ
とを示す。なお、副葬品の残さはSPCの判断で除去することなく
出炉すること。

407 第5
運営業務に関する要求
水準

8 火葬炉運転業務

・ 機器故障等が発生しないよう、日ごろから点検保守に努めな
ければならない。万が一、火葬中に機器トラブルが発生した場合
には、市に速やかに報告の上、原因追跡を行い、安全を最優先し
た上で火葬の続行・完了に最大限の努力をしなければならない。

408 第5
運営業務に関する要求
水準

8 火葬炉運転業務
・ 火葬炉の運転にあたっては、環境保全に配慮し、排ガス中の
有害物質に関して、関連法規を遵守した上で、さらに一層の削減
に努力すること。

409 第5
運営業務に関する要求
水準

8 火葬炉運転業務
・ 炉室業務は本件施設の会葬者の目には触れないと考えられる
が、SPCは、遺族の気持ちや遺体の尊厳に配慮しながら炉室業務
を行うこと。

410 第5
運営業務に関する要求
水準

9 待合室提供業務 ・ 炉前から遺族等を待合室へ誘導すること。

411 第5
運営業務に関する要求
水準

9 待合室提供業務
・ 待合室で火葬終了の予定時刻及び館内の利用方法等について
簡潔に説明を行うこと。

412 第5
運営業務に関する要求
水準

9 待合室提供業務
・ SPCは、会葬者が快適な待ち時間を過ごすことができるよう
に、待合室の床貸しや給茶用具の貸出し等設備貸与に関する業務
を実施すること。

413 第5
運営業務に関する要求
水準

9 待合室提供業務
・ 火葬終了後、喪主の炉前への誘導、遺族関係者の収骨スペー
スへの誘導を行うこと。

414 第5
運営業務に関する要求
水準

9 待合室提供業務
・ 会葬者、葬祭業者等、施設見学者、職員、その他市が認めた
者以外の者に対して、待合室を提供してはならない。

415 第5
運営業務に関する要求
水準

10 収骨業務 ・ 焼骨の出炉、収骨室への移動を行うこと。

416 第5
運営業務に関する要求
水準

10 収骨業務
・ 収骨室にて、喪主及び遺族関係者に対して収骨の方法を説明
すること。収骨作業の手伝いを行うこと。

417 第5
運営業務に関する要求
水準

10 収骨業務
・ 副葬品の残さについては、喪主及び遺族関係者の同意を得た
上で、廃棄物として処理すること。

418 第5
運営業務に関する要求
水準

10 収骨業務
・ 収骨終了後、喪主及び遺族関係者の収骨室からの退出を誘導
すること。
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419 第5
運営業務に関する要求
水準

10 収骨業務 ・ 喪主及び遺族関係者の退出後、収骨室の清掃を行うこと。

420 第5
運営業務に関する要求
水準

10 収骨業務
・ 喪主及び遺族関係者に配慮しつつ、収骨時間の短縮化を図る
こと。

421 第5
運営業務に関する要求
水準

10 収骨業務 ・ 出炉の方法等について、遺族関係者の安全に配慮すること。

422 第5
運営業務に関する要求
水準

11
売店（自動販売機）運
営業務

・ 施設内に整備される売店の運用に関して、施設の円滑な運用
を妨げないよう十分配慮した業務計画を提案すること。飲料、菓
子、その他会葬者が必要な物品の販売するコーナーを設けるこ
と。なお販売方法等は民間事業者提案とする。

423 第5
運営業務に関する要求
水準

11
売店（自動販売機）運
営業務

・ 販売品やサービスの内容については、会葬者の心情や利便性
に配慮し、随時見直しを行うこと。

424 第5
運営業務に関する要求
水準

11
売店（自動販売機）運
営業務

・ 本業務は、福祉関係団体等による物品、役務の調達等に配慮
すること。

425 第5
運営業務に関する要求
水準

11
売店（自動販売機）運
営業務

・ 売上金はSPCに帰属するものとする。

426 第5
運営業務に関する要求
水準

12 庶務業務 （1） 勤務管理
・ SPCは、職員の勤務計画を立案し、職員業務内容の監督を行う
こと。

427 第5
運営業務に関する要求
水準

12 庶務業務 （1） 勤務管理

・ SPCは、本件施設でのサービスの質が、施設内で働く職員の能
力、意欲に依拠する部分が大きいことをよく認識し、応対マニュ
アルを作成するとともに、定期的に職員教育・研修を実施するこ
と。

428 第5
運営業務に関する要求
水準

12 庶務業務 （2） 庶務・広報業務
・  SPCは、日常業務に関する電話等への応対、消耗品の補充等、SPC
の判断において斎場運営に必要な庶務業務を行うこと。

429 第5
運営業務に関する要求
水準

12 庶務業務 （2） 庶務・広報業務
・ SPCは施設のPR及び情報提供のために、住民、見学者及び会葬
者に対し、施設案内資料（パンフレット等）の作成及び配布、施
設ホームページの作成及び運用その他の応対を行うこと。

430 第5
運営業務に関する要求
水準

12 庶務業務 （3）
各種資料の作成・保管
及び閲覧

・ SPCは、墓地、埋葬等に関する法律第15条において火葬場の管
理者に施設への備えつけが求められている図面、資料等を、本件
施設に備えつけるものとする。また、SPCは、市が必要とする時
に、それらの記録を提出しなければならない。

431 第5
運営業務に関する要求
水準

12 庶務業務 （3）
各種資料の作成・保管
及び閲覧

・ SPCは、火葬を求めた者その他死者に関係ある者の請求があっ
たときは、市との調整のうえ、火葬場に備えつけが求められてい
る図面、帳簿又は資料等を閲覧に提供すること。

432 第5
運営業務に関する要求
水準

12 庶務業務 （3）
各種資料の作成・保管
及び閲覧

・ SPCは、墓地、埋葬等に関する法律において火葬場の管理者に
作成が求められている資料を作成すること。また、SPCは、市が
必要とする時に、それらの記録を提出すること。

433 第5
運営業務に関する要求
水準

13 料金徴収代行業務
・ 当施設の使用料について、条例で定めた金額を、会葬者から
窓口において徴収すること。

434 第5
運営業務に関する要求
水準

13 料金徴収代行業務

・ 徴収した使用料は、地方自治法施行令（昭和22年政令第16
号）第158条に規定する歳入の徴収又は、収納の委託に係る規定
及び市会計規則等に従った取扱いをするものとし、SPCは市が指
定する金融機関に払い込むものとする。

435 第5
運営業務に関する要求
水準

13 料金徴収代行業務
・ 料金徴収業務をSPCの構成員又は協力企業以外の第三者に委託
することはできない。

436 第5
運営業務に関する要求
水準

14
その他本施設の運営に
必要な業務

（1）
 死産児及び肢体の一
部、胞衣・汚物の受
付・火葬

・ 死産児及び肢体の一部、胞衣・汚物に係る斎場の使用につい
て受付を行うこと。受付方法並びに火葬炉使用時間は民間事業者
の提案とする。

437 第5
運営業務に関する要求
水準

14
その他本施設の運営に
必要な業務

（1）
 死産児及び肢体の一
部、胞衣・汚物の受
付・火葬

・ 会葬者が来場した際には予約を確認し、市の条例に基づい
て、会葬者から使用料金等を徴収すること。

438 第5
運営業務に関する要求
水準

14
その他本施設の運営に
必要な業務

（1）
 死産児及び肢体の一
部、胞衣・汚物の受
付・火葬

・ 業務の実施にあたっては、会葬者の心情に配慮したサービス
を心がけること。

439 第5
運営業務に関する要求
水準

14
その他本施設の運営に
必要な業務

（2）
医療機関からの持込に
ついて

・ 医療機関からの依頼に係る斎場の使用について受付を行うこ
と。受付方法並びに火葬炉使用時間は民間事業者の提案とする。

440 第5
運営業務に関する要求
水準

14
その他本施設の運営に
必要な業務

（2）
医療機関からの持込に
ついて

・ 市の条例に基づいて、医療機関から使用料金等を徴収するこ
と。

441 第5
運営業務に関する要求
水準

14
その他本施設の運営に
必要な業務

（3）
引き取りを希望しない
焼骨について

・ 火葬許可申請者が引き取りを希望しない焼骨については、残
骨灰とともに適正に処理すること。

442 第6
現斎場の解体及び撤去
業務に関する要求水準

1 総則

本業務の範囲は次のとおりとする。
・ 現斎場の解体業務
・ 廃棄物の処分業務
・ 跡地整備業務
・ その他現斎場の解体及び撤去に必要な業務

443 第6
現斎場の解体及び撤去
業務に関する要求水準

1 総則
・ 新斎場の供用開始後（平成31年4月以降）に現斎場は解体、撤
去すること。撤去工事は外構等整備を含めて平成31年12月までに
完了すること。

444 第6
現斎場の解体及び撤去
業務に関する要求水準

1 総則
・ 新斎場建設に支障のある現斎場の部分を先行して解体するこ
とも可能とする。その場合、斎場の運営に必要な仮設建物の建設
等の対応を行うこととする。

445 第6
現斎場の解体及び撤去
業務に関する要求水準

2 現斎場の概要 現斎場の概要は表11に示すとおり。

446 第6
現斎場の解体及び撤去
業務に関する要求水準

3 現斎場の解体業務
・ 解体計画にあたっては、現斎場の竣工図書及び市が実施した
アスベスト調査結果を確認し、予め現地にて使用材料等の調査を
行って施工計画書及びリサイクル計画書を作成すること。

447 第6
現斎場の解体及び撤去
業務に関する要求水準

3 現斎場の解体業務

・ 解体工事実施にあたっては、新斎場の運営に支障をきたさな
いよう、充分配慮するとともに、第2．4に示す施設整備等業務に
関する、要求水準の工事要件を満たすこと。特に周辺環境の保全
には留意すること。

448 第6
現斎場の解体及び撤去
業務に関する要求水準

3 現斎場の解体業務

・ 作業にあたっては、平成13年4月25日付け基発第401号「廃棄
物焼却施設内作業におけるダイオキシン類ばく露防止対策につい
て」に示される「廃棄物焼却施設内作業におけるダイオキシン類
ばく露防止対策要綱」等を参考に、ダイオキシン類の拡散防止に
努めること。

449 第6
現斎場の解体及び撤去
業務に関する要求水準

3 現斎場の解体業務
・ 基礎の撤去は必要十分な深さまで全面行うこと。また、撤去
状況を工事記録として残すこと。

450 第6
現斎場の解体及び撤去
業務に関する要求水準

4 廃棄物の処分業務
・ 解体によって搬出される廃棄物は、関係法令等を遵守して適
正に処理すること。

451 第6
現斎場の解体及び撤去
業務に関する要求水準

5 跡地整備業務
・ 現斎場解体後の跡地は適切に整備し、SPCによる完成検査及び
市による完成確認を行ったのちに、平成31年12月末までに市に引
き渡すこと。
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要求水準書チェックシート

｢提案書｣の提案内容が，下表に示す要求水準書チェックシートを満たす内容となっているか確認すること。
｢提案書｣で要求水準書を満たす事項が示されている様式番号（複数可）を該当様式欄に記載し、事業者記入欄の確認に「○」を記載すること。提案内容は空欄でよい。
要求水準を満たすが、提案書に具体的な記載ができない場合、事業者記入欄【様式番号】を空欄にし、確認に「✓」を付け、提案内容を記載すること。
明らかに記入が不要と判断できる項目については、「該当なし」と記載すること。
市確認欄は、空欄とすること。

1.「要求要求書」に定められている要求項目一覧
市確認欄

(通番) 要求内容 確認 様式番号 提案内容
事業者記入欄

見出し③見出し②見出し①
要求項目

452 第6
現斎場の解体及び撤去
業務に関する要求水準

6
その他現斎場解体及び
撤去に必要な業務

・ 本事業を実施するに当たり、本要求水準書及び事業契約書で
示す内容を満たす上で、その他に現斎場解体及び撤去に必要な業
務がある場合は、本事業実施に支障がないよう、適切に実施する
こと。
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